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巻頭言          

 

 

 

『TICAD アフリカ初開催～リオの感動再び』 

 

長月（9 月）に入って早や十日余り、リオオリンピックの感動が冷めない内に、再びリオに

注目が集まっています。8日に始まったパラリンピック、私の認識不足かも知れませんが、

今までになく報道ぶりが目立つように思います。身体に障害を持つ人々が競い合う様子は、

平凡な私にとって衝撃的で感動的でありましたが、同時に痛さを感じたのは私の偏見でし

ょうか。いずれにしろ、夏の疲れを癒し心身ともにリフレッシュできる秋の夜長は、地球

の裏側の出来事をフォローするのにも相応しいようです。 

 

オリンピック、パラリンピックともに人々が記録を競うものであり、その記録は破られる

ためにあるので、当然のことかも知れませんが、今年の夏の我が国では、様々な分野で「何

十年ぶりのこと」、「前例のないこと」がたくさん起こりました。 

 

卑近な例は、我が国の陸上界史上最高のオリンピック男子 400 メートルリレー結果、オリ

ンピック・レスリング（女子）における伊調選手の最多金メダル獲得、25 年ぶりの広島カ

ープのリーグ優勝、観測史上初の日本各地での記録的降雨、史上初の台風の東北地方上陸、

等々。 

 

そして忘れてならないのは、「アフリカ開発会議」TICAD の初のアフリカにおける開催。TICAD 

VI は、当初、アフリカの何処で開催するかについての決定に時間がかかりましたが、葉月

の 27 日ー28 日、ケニアのナイロビにおいて大成功裏に開催されました。月刊アフリカニュ

ースの今号では、TICAD VI 関連の記事を沢山ピックアップしているので、どのような建設

的意見があるのかじっくりと勉強したいと思います。 

  編集委員長  福田 米藏  
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提 言 

―TICAD VI を終えて（感想）― 

アフリカ協会理事長 大島 賢三 

 

 

1943 年広島市生まれ、東京大学法学部中退、1967 年外務省入

省。経済協力局長、総理府国際平和協力本部事務局長、国連事

務次長（人道問題担当）在オーストラリア特命全権大使を経て

国連大使。国際協力機構（JICA）副理事長、原子力規制員会

委員、広島大学長特命補佐などを歴任。2014 年 10 月から現職 

 

世界がアフリカに注目し、関係強化を狙って主要各国がしのぎを削る中で、日本主導の

第６回 TICAD サミットが開催され、盛況裏に終わった。TICAD の史上、初のアフリカ開

催（ケニア・ナイロビ）となった今回会議は、アフリカ諸国だけでなく域外からも５２カ

国が代表団を派遣し、国際機関、地域機関、民間企業などを含め約１万人という空前の規

模となったようだ。 

 世界に先駆けて１９９３年にスタートした TICAD であるが、これに続いて欧州諸国（EU）

はもとより、２１世紀に入り中国、インド、韓国、ブラジルなど主要国も次々にアフリカ

支援の公的枠組み（各国の“TICAD 版”）を設けた。これらは基本的に二者間のものであ

るのに対し TICAD は、世界銀行、国連、アフリカ連合（AU）が共催者となりマルチ型の

「開かれた対話・協力のフォーラム」として特徴を誇っている。 

以下、ナイロビ会議の評価について、５点にわたり筆者の個人的感想を述べてみたい。 

 第一は、今回は日本から民間企業の参加が際立ったことだ。かねてアフリカ側からは「日

本にもっと来てほしい」という声が聞かれたが、その場合、日本の伝統的な政府 ODA への

期待もさることながら、彼らの本音は、日本から投資、貿易、民間企業にもっと来て欲し

いということにあるようである。筆者は、TICAD の第２回（１９９８年、東京）と第４回

（２００８年、横浜）に関与した経験があるが、横浜会議では、アフリカ首脳がそろって、

日本の民間企業進出への期待を強調していたのが印象的であった。この期待はその後ます

ます強まっている。 

 今回は経団連会長はじめ７５社の幹部が同行し、現地参加を含めると２００社の企業が

参加し、７０件を超すビジネス覚書が交わされた。その上で、「日本アフリカ官民経済フォ

ーラム」の常設が決まり、日本から閣僚、経済団体、企業トップが３年に一度、アフリカ

訪問を実現していく道筋が整えられた。これらはアフリカ側の期待に正面から応えるもの

であり、大きな成果として評価したい。 

アフリカについては、とかく紛争、政情不安、感染症、テロ、ビジネス上の各種リスク

などネガティブ要素が強調される。アフリカ諸国は改善努力をし、日本を含め国際社会か

ら様々な支援協力はあるが、問題は今後も残るであろう。しかしアフリカは広大で多様だ。

問題が少ない国、地域も多い。そのような中で、豊富な天然資源、人口増、中間層の広が

り、消費市場としての魅力の増大など、将来の巨大市場と目されるアフリカへの関心と、「出

遅れてはならない」という意識が日本ビジネス界で深まり、日本とアフリカの関係が新た
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な章に入ったことを表すものとして受け止め、今後の発展に期待をしたい。 

第二は、日本の ODA および民間によるアフリカ支援策の中身である。安倍総理により、

向こう３年間に民間投資を合わせ３００億ドル規模（うちインフラ事業に１００億ドル）

の大型支援計画が発表された。額だけ見ると、中国がコミットした３年間６００億ドル（習

近平主席が参加した２０１５年１２月のヨハネスブルグ宣言）には及ばないが、「質」「人

材育成」「技術移転」といった日本ならではの長所を打ち出している。その一つである「カ

イゼン」協力の普及、「食と栄養」プログラムの浸透などに当たっては、アフリカ連合（AU）

傘下の開発支援組織（NEPAD）と連携を深める方針も打ち出された。 

従来、政府開発援助（ODA）を通じるアフリカ支援は、外務省・JICA を中心に幅広く展

開され、アフリカ側からも高く評価されているが、今後は、上述の民間企業参加とも噛み

合って、官民連携を強化する形で進められことになる。JETRO などとの連携強化、さらに

はアフリカ開発銀行などとの一層の幅広い協力も求められる。 

ここで、近年、アフリカにおける圧倒的存在と影響力の増大が指摘される中国との比較

につき一言。中国の戦略や動機がなんであれ、その支援がインフラ整備などの分野で成果

を上げ、歓迎されていることは認めるとして、中国流のやり方に対する不満・批判も良く

聞かれるようになっているのも一方の事実である。例えば、在日のアフリカ人研究者が最

近著した本『中国が喰いモノにするアフリカを日本が救う』（ムウェテ・ムルワカ著、講談

社新書）の中で、その実態の一部がかなり詳細に紹介されている。本の表題はやや刺激的

に過ぎ、また、中身に誇張などがあるかもしれないが、ただ、アフリカ進出における「日

本流」と「中国流」を比較した場合、アフリカ側に「日本流」への強い期待があることは

その通りなのであろう。 

アフリカに投じる資金力、施策の広さと奥行きの深さから見て、日本が正面から、同じ

土俵で、中国に太刀打ちするのは無理だ。しかし、日本の支援・協力には質の高さ、技術、

パートナーシップや人材育成の尊重といった日本ならではの長所があり、今後も官民連携

を進める中で、日本の特長を十分に生かしつつ取り組みを続け、アフリカ側の信頼をつな

いでいくことが重要である。 

第三は、「アジア・アフリカ協力」の視点であろうか。日本は長年にわたり、東南アジア

をはじめアジア諸国の経済発展をしっかりと支援してきた豊富な実績と経験がある。この

資産、ノウハウを今後アフリカ支援に生かしていくことも日本の戦略の一部に組み込まれ

てよい。日本単独で限界があれば、タイやベトナム、インドネシア、さらにはインドなど、

実績のある国と組んで、インフラ、中小企業育成、人材育成、技術移転などを拡充してい

く余地は十分にあり、アフリカ側も歓迎するであろう。アフリカの経済発展レベルが１０

年、２０年前頃のアジアの姿に近づいている中で、日本が後押し役としてアジア・アフリ

カ協力（あるいは南南協力、三角協力）を積極的に進める意義は十分にあり、その進展に

期待したい。 

第四は、TICAD VI を前にして、アフリカ協会とアフリカ開発協会は「TICAD センター」

の設立について共同で提言を発表し、あわせて「日本・アフリカ統合基金」のような「基

金」の設立を示唆した。その趣旨は、将来の日本とアフリカのあるべき関係を俯瞰した場

合、日本と ASEAN との関係を参考に、アフリカ各国とのバイラテラルの関係に加え、ア

フリカ連合（AU）などとの組織的、重層的な関係強化を図るべき時機にさしかかっている
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のではないか、具体的には「TICAD センター」をアフリカの地に（AU 本部の所在するエ

チオピアのアディスアベバを念頭に）設立してはどうかというものであった。 

両協会はこの提言を官邸、政府省庁、JICA、JETRO、経済団体（経団連、経済同友会）、

在京アフリカ外交団、国会（日 AU 友好議員連盟）など各方面に説明し、実現に向け精力

的に働きかけを行った。残念ながら、ナイロビ会議においては提言の実現を見るには至ら

なかったが、関係方面に問題意識を深めてもらう一助になったと考えたい。 

日本は,「TICAD センター」はともかく、アフリカ全体を代表する組織であるアフリカ連

合（AU）に対する代表部をいまだ設置するに至っていない。米国は２００６年、欧州連合

（EU）は２００８年、中国は２０１５年にそれぞれ「AU 代表部」を設置済みであり、代

表と相当数の職員を配置して、AU 並びに他の地域組織（NEPAD や、SADC、ECOWAS

など地域ベースの組織）との重層的関係の強化に取り組んでいる。日本も遅れてはならな

い。 

一部報道によれば、政府も「AU 代表部」設置に向け動き出すようである。これが実現すれ

ば、その中に「TICAD センター」のようなものを取り込むことも可能となるであろう。早

期の実現に期待したい。 

 最後、第五に、TICAD はアフリカ開発が主題であり、政治安全保障の問題は直接の話題

ではないが、安倍総理はケニア会議の冒頭演説で国連安保理改革に触れ「２０２３年まで

に、アフリカは、常任理事国を送り出しているべきです。国連安保理の改革こそは、日本

とアフリカに共通の目標です。達成に向けともに歩むことを、皆さまによびかけます」と

訴えた。 

この呼びかけを受ける形で、ナイロビ宣言には、「我々は、安全保障理事会を含む国連諸

組織を早急に改革する決意を再確認し、最良のアプローチを見出すための対話の強化を通

じて政治的モメンタムを維持する」との一文が盛り込まれている。 

日本の国連外交における大きな課題として安保理改革があり、これを前進させる上で国

連における最大グループであるアフリカとの協調は極めて重要になる。この問題について

は、以前に拙稿を寄せ、１０年前に経験した G４（日、独、印、伯）とアフリカ・グルー

プとの間の折衝経緯に触れた（『アフリカと国連（特に安保理改革）について』、AFRICA

誌、２０１６年春号）。 

この問題については、アフリカは共通ポジション（エズルウィニ合意）を明らかにして

いる。ただ、総論はともかく、各論になるとアフリカの複雑な内部事情が表出してくるよ

うだ。また、厄介なことに、１０年前もそうであったが、仄聞するところによれば、今回

も日本の対アフリカ外交工作の浸透を警戒して、アフリカ諸国に対して中国が裏で反対工

作を行ったようである。ナイロビ宣言が「政治的モメンタムの維持」以上に踏み込むこと

ができなかった理由の一つはこの辺にあるのかもしれない。最近、ラオスで開催された東

アジアサミットでも、大きな懸案の南シナ海問題について、中国の執拗な働きかけがあっ

て、日本や米国が期待した通りにならなかったようだ。これらを想起すれば、「アフリカに

おいておや」の思いを新たにせざるを得ない。TICAD プロセスを通じるにせよ、この問題

の前途は容易ではなさそうだ。（了） 
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在外公館ニュース 

＝今月の読みどころ＝(8/16～9/12 公開月報) 

編集委員長 福田 米藏 

 

アルジェリア政治経済・月例報告（6月） 

1．世界銀行による成長率見通し 

7 日、世界銀行は「世界経済見通し」の最新版を発表し、今年 1月に予測した 

2016 年のアルジェリアの成長率を 3.9％から 3.4％に下方修正した。 

2．エネルギー分野における外国直接投資額 

エネルギー省発表の統計によると、アルジェリアにおける 2010 年ー2015 年のエネルギー分

野への外国直接投資額は 140 億 4,000 万ドルとなった。国別統計では、1位がイタリア、2

位がイギリス、3位がアメリカ、4位がノルウェーであった。 

3．アブドルアジーズ「サハラ・アラブ民主共和国」大統領の逝去 

3 日、5 月 31 日に逝去したアブドルアジーズ「サハラ・アラブ民主共和国」のティンドフ

で行われた逝去式典に、セラル首相がブーテフリカ大統領の代理として参加した。 

4．内閣の一部改造 

11 日、ブーテフリカ大統領は、憲法第 93条に従い、首相との協議を経て、財務大臣、エネ

ルギー大臣、公共事業・運輸大臣等 8名の新閣僚を任命した。 

http://www.dz.emb-japan.go.jp/jp/news2016.06.pdf 

 

アルジェリア政治経済・月例報告（7月） 

1．議会の春会期の終了 

21 日、今会期で最後となる春会期が終了した（改正憲法により、今後は 1会期制となる見

込み）。今会期では、国民議会（下院）及び国民評議会（上院）で、選挙法、選挙監視高等

機構法、両院関係法、の改正案や退役軍人の公的発言を制限する法律改正案など重要な法

案が審議され採択された模様であるが、法案の詳細は公表されていない。 

2．モロッコの AU 加盟を巡る政府要人の発言 

17 日からルワンダで開催された AU総会にモロッコ国王の書簡が提出され、モロッコの AU

再加盟に向けた動きが報じられる中、アルジェリア外務省はセラル首相、ラマムラ外相、

メサヘル・マグレブ AUアラブ連盟大臣の発言を引用するプレスリリースを発表した。 

3．警察庁特殊部隊 

24 日、警察庁設立 54周年記念及び警察大学校卒業式がオランで行われバダウィ内務大臣他

が参加、警察庁に付属する「特殊部隊」の設立が明らかにされた。 

4．2016 年上半期の貿易赤字 

国家統計局の発表によると、2016 年上半期の貿易赤字は 108 億 3,000 万ドル（輸出額が 126

億 8,000 万ドル、輸入額が 235 億 1,000 万ドル）を計上した。 

http://www.dz.emb-japan.go.jp/jp/news2016.07.pdf 

 

 

アンゴラ月報（7 月） 

http://www.dz.emb-japan.go.jp/jp/news2016.06.pdf
http://www.dz.emb-japan.go.jp/jp/news2016.07.pdf


7 

 

 

1． 恩赦法の制定 

 20 日、賛成 142 票、棄権 33 票にて恩赦法が国会で採択された。これにより、8000 人以

上の受刑者が来月以降釈放されることとなる。マンゲイラ人権・法務大臣によると、2015

年 11 月 11 日までに 12 年以下の懲役刑を科されたアンゴラ国民及び外国人が対象となる。 

2．黄熱病 

 アンゴラにおける黄熱病の流行が収束傾向にある。サンボ保健大臣は、アンゴラ全土に

おいて 4 週間の間黄熱病の発症例が全く確認されず、致死率も 16％から 9％に減少し、1200

万人にワクチン接種が完了したと述べた。 

3．インフレ率 

 国家統計院（INE)が発表したルアンダ市における 6 月期のインフレ率は、2003 年 6 月以

降で最も高い 31.80％。昨年同月発表のインフレ率と比較して 21.74pp 上昇した。月間物価

上昇率は 3.27％。 

4．クラーク UNDP 総裁による支持要請 

 ヘレン・クラーク UNDP 総裁は、国連事務総長選の支持要請を行うという唯一の目的の

ため、アンゴラを訪問。クラーク候補の他、これまでポルトガルのグテーレス候補、スロ

バキアのライチャーク候補、セルビアのイェレミッチ候補が支持要請のためアンゴラを訪

問した。 

5．南シナ海 

 アンゴラ外務省は、南シナ海問題に対し、建設的な対話は南シナ海地域の平和及び安定

を保全するための最良の方法であるとのプレスリリースを発出した。 

http://www.angola.emb-japan.go.jp/document/report/201607angola_report.pdf 

 

ガボン月報（7月） 

1．ボンゴ大統領の大統領選挙候補届出 

9 日、ボンゴ大統領は数万人のガボン人に付き添われながら独立常設選挙委員会（CENAP)

に対し、候補者届出に係る書類を提出し、12 日からニャンガ州をはじめ各州を訪問し、選

挙前キャンペーン活動を開始した。 

2．木材加工に関する国際フォーラム 

13 日、リーブルビルにおいて木材加工に関する国際フォーラムが開催され、コンゴ盆地周

辺国から 300 名以上が出席した。ガボン政府は、木材関連産業を経済成長の柱の一つとし

ており、2020 年までに熱帯木材のリーダー国になることを目標に掲げている。 

3．OPEC 再加盟 

1 日、ガボンの石油輸出国機構（OPEC)再加盟が正式に決定された。 

4．家庭用光ファイバー・インターネットサービス 

20 日、ガボン・テレコムは、家庭用光ファイバー・インターネットサービスを開始した。 

5．証券取引所トレーディングルーム 

5 日、ボンゴ大統領は、中部アフリカ地域証券取引所（BVMAC)のトレーディングルームの

開所式に出席した。同トレーディングルームは、中国 StarTimes 社による支援の下機材が

整備されており、国際基準に沿った証券取引が可能となる。 

http://www.angola.emb-japan.go.jp/document/report/201607angola_report.pdf
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http://www.ga.emb-japan.go.jp/pdf/gabon_geppo/gabon_geppo_07_2016.pdf 

 

ガボン月報（8月） 

1．第 56 回独立記念式典 

17 日、第 56 回独立記念式典が行われ、ボンゴ大統領は国民への団結・協調を呼びかけ、

27 日の大統領選挙が平穏理に実施されるよう働きかけた。 

2．大統領選挙 

27 日、首都リーブルビル及び地方都市（クラムトゥ、オグエ・イヴィンド州、ポールジャ

ティン、ムイラ、ランバレネ）にておおむね平穏裏に投票が行われた。31 日、ムベレ・ブ

ベヤ内務・地方分権・安全・公共衛生大臣は、得票数 2 位のジャン・ピン（得票率 48.23％）

に対し、ボンゴ現職大統領が 49.8％の得票率を得て再選した旨発表した。 

3．EU 選挙監視団による暫定監視結果報告 

29 日、EU 選挙監視団は、暫定選挙監視結果として、緊張，騒擾等は生じず、秘密投票が

保証されていた旨発言。 

4．ルワンダによる ECCAS 再加盟 

18 日、ルワンダ外相はガボンを訪問し、中部アフリカ諸国経済共同体（ECCAS/CEEAC)

事務局長に対して、再加盟に係る書簡を提出した。 

http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2016/09/%E3%82%AC%E3%83%9C%E3%83%B3%E6%9

C%88%E5%A0%B1%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%98%E6%

9C%88%EF%BC%89.pdf 

 

コートジボワール月報（7月） 

1．IMF の評価 

7 日、6 月 27 日から 2 週間にわたってコートジボワールを訪問していた IMF の代表団は、

ウワタラ大統領及びダンカン首相と面会し、コートジボワールのマクロ経済のパーフォー

マンスは 2015 年及び 2016 年上半期において非常に力強く、2016 年下半期の経済見通しも

良好であると述べた。 

2．海外投資 

12 日、コートジボワール投資促進センター（CEPICI)長官は、2016 年 1 月から 6 月 

にかけて、103 社から 2190 億 CFA フランの投資が行われたことを発表した。 

3．第 5 回コートジボワール・ブルキナファソ友好協力協定（TAC) 

29 日、ヤムスクロ（中部）で、ウワタラ大統領とカボレ・ブルキナファソ大統領は、 

両国首相、閣僚を伴い、第 5 回コートジボワール・ブルキナファソ友好協力協定（TAC)の

首脳会合を開催した。 

4．安保理非常任理事国 

18 日、マブリ外相は、第 27 回 AU 首脳会合（於：キガリ）のマージンで行われたイ 

ンタビューで、安保理非常任理事国選挙立候補に関し、コートジボワールの候補が、AU に

よって承認を受けたと述べた。 

http://ab-network.jp/%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%88%E3%82%B8%E3%83%9C%E3%83%AF%E3%8

http://www.ga.emb-japan.go.jp/pdf/gabon_geppo/gabon_geppo_07_2016.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2016/09/%E3%82%AC%E3%83%9C%E3%83%B3%E6%9C%88%E5%A0%B1%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%98%E6%9C%88%EF%BC%89.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2016/09/%E3%82%AC%E3%83%9C%E3%83%B3%E6%9C%88%E5%A0%B1%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%98%E6%9C%88%EF%BC%89.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2016/09/%E3%82%AC%E3%83%9C%E3%83%B3%E6%9C%88%E5%A0%B1%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%98%E6%9C%88%EF%BC%89.pdf
http://ab-network.jp/%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%88%E3%82%B8%E3%83%9C%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%97%E6%9C%88%EF%BC%89
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3%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%

BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%97%E6%9C%88%EF%BC%89 

 

コンゴ（民）経済月報（7 月） 

1.Global Witness（英 NGO) 

Global Witness が、中国の金採掘企業である Kun Hou Mining 社が、同企業が活動する南

キブ州シャブンダの金鉱脈エリア（ウリンディ川）の治安維持の名目で、武装勢力ライア・

ムトンボキに資金提供していたと発表。提供していたのは資金の他に食糧、自動小銃、通

信機器などである。政府は Global Witness 社の調査員 2 名に対し、国外退去を命じた。 

2．アフリカ開発銀行の財政支援停止 

アフリカ開発銀行（AfDB)はコンゴ（民）に対し、技術協力などの支援は継続するが、財政

支援はコンゴ（民）の政情と財政構造が安定するまで停止すると発表した。 

 3．世銀、インガダム 3 への技術協力中断 

世銀はインガダム 3 への技術協力として予定していた 7,300 万ドルの資金援助を中断する

と発表した。 

4．鉱物企業ロイヤリティ 

政府は、2016 年上半期の鉱物企業のロイヤリティからの収入が、昨年度上半期比 35％減少

したと発表。2015 年の同時期は 7,080 万ドル、今期は 4,580 万ドルであった。 

 

http://www.rdc.emb-japan.go.jp/files/000180835.pdf 

コンゴ（民）政治月報（8月） 

1．外務省職員のストライキ 

10 日、外務省職員は、外交官の身分、パスポートとビザから得る収入の分配を求め、スト

ライキに突入。15日、同ストライキは 29 日までの期限付きで一時中止された。 

2．ヒューマン・ライツ・ウォッチ所長が事実上国外退去 

9 日、人権などに関する調査活動を行う米 NGO「ヒューマン・ライツ・ウォッチ（HRW)」の

Ida Sawyer 所長が、コンゴ（民）当局から滞在ビザの更新を拒否され、、同日夜コンゴ（民）

を発った。 

3．北キブ州ベニ地区の大量殺害 

13－14 日未明にかけ、北キブ州ベニ地区 Rwangoma で、ADF（民主同盟軍、ウガンダ系反政

府武装勢力）によると推測される住民の大量殺害が発生、ベニ市の市民社会代表は 51 名が

死亡、34軒の家屋が放火されたと伝えた。 

4．カビラ大統領、ムセベニ大統領との会談 

3 日ー6 日、北キブ州ベニ地区を訪問したカビラ大統領は、4 日、国境近くのウガンダ側の

地カセセにおいてムセベニ・ウガンダ大統領と二国間の会談を行った。同会談では、国境

管理の協力、ウガンダ側からのベニ地区他への送電等が協議された。 

http://www.rdc.emb-japan.go.jp/files/000185989.pdf 

 

ザンビアマクロ経済概況・月報（7月） 

1. 2016/17 年 FISP 開始 

http://www.rdc.emb-japan.go.jp/files/000180835.pdf
http://www.rdc.emb-japan.go.jp/files/000185989.pdf
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ザンビア政府は、2016/2017 年農期の農業投入支援プログラム（FISP：小規模農家に種子

や肥料を安価で配布する制度）を開始し、国内の 100 万人強の農家が恩恵を享受するとみ

られる。 

2. 投資プレッジ 

20 日、ザンビア開発庁は、2016 年前期の対ザンビア投資プレッジ額が、2015 年前期比 3

億米ドル増の 18 億米ドルを記録したことを発表した。 

  

3. 製糖工場の操業開始 

ザンビアシュガーは総額 9,000 万米ドルの製糖工場の操業を開始し、操業開始式に出席し

たルング大統領は、原材料への付加価値を促進する投資を奨励し、産業化を優先する旨発

言した。 

4. IDC、国営企業に 1 億米ドル提供 

ザンビア産業開発公社（IDC)は、国営企業 34 社の資本再編及び事業再編をすべく、開発金

融機関（DFIｓ）からの 1 億米ドルの貸し付けを実施する予定である。 

http://www.zm.emb-japan.go.jp/ja/keizai/Macro.Report.7.2016.pdf 

 

セネガル月報（6 月） 

1. 第 49 回西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS)首脳会合 

4 日、ダカールにて ECOWAS 会合が開催され、加盟国 15 カ国中 11 の国家元首が参加し、

サル大統領が 14 か月の ECOWAS 議長の任期を終了し、サーリーフ・リベリア大統領が 1

年の任期の予定で同議長に選出された。 

2. 第 20 回西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA)首脳会合 

5 日、ダカールにて、第 20 回西アフリカ経済通貨同盟首脳会合が開催され、ギニアビサウ

及びトーゴ以外の加盟国から国家元首が出席した。 

3. 経済成長率 

世界銀行は最新の「世界経済見通し（GEP)」により、2018 年にセネガルは「セネガル新興

計画（PSE)」の目標値である経済成長率 7％を達成する見込みである旨発表した。 

4. 天然ガス開発用地 

10 日、セネガルとモーリタニアは天然ガス開発用地の選択について合意した。同天然ガス

鉱床は両国の沿岸より約 8 ㎞離れた海上国境線周辺に位置しており、ガス埋蔵量は 4,500

億㎥となる。 

http://www.sn.emb-japan.go.jp/pdf/jp/sn/geppou1606.pdf 

 

セネガル月報（7 月） 

1. ダカール移動閣議 

20 日、ダカール郊外ピキンにおいて第 14 回移動閣議が行われ、サル大統領はダカール州の

投資計画のため、2016 年から 2018 年にかけて 1 兆 8,000 億 FCFA の予算を投じる旨発表

した。 

2. 政党の動き 

10 日、2017 年の国民議会選挙及び 2019 年の大統領選挙を視野に、より多くの与党支持勢

http://www.zm.emb-japan.go.jp/ja/keizai/Macro.Report.7.2016.pdf
http://www.sn.emb-japan.go.jp/pdf/jp/sn/geppou1606.pdf
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力を確保するため、与党連合 BBY とは異なる政党協力枠組み「連立外グループ」が立ち上

げられた。 

3. AU 委員長選挙 

18 日、サル大統領は、次回 AU 総会において行われる AUC 委員長選挙にバチリー現国連

中央アフリカ地域事務所代表（セネガル元大臣）が立候補する旨発表した。 

4. 2016 年経済見通し 

世界経済フォーラムは、2016 年のアフリカの経済成長見通しを発表した。セネガルの成長

率は 6.5％とされ、コートジボワール（8.5％）、タンザニア（6.9％）に続く第 3 位。 

http://www.sn.emb-japan.go.jp/pdf/jp/sn/geppou1607.pdf 

 

ナミビア月報（5 月） 

1．BSE リスク 

22－27 日、パリで開催された国際獣疫事務局（OIE)第 84 回総会においてナミビアは、ア

フリカ諸国で初めて、BSE に関する最上位の評価にあたる「無視できる BSE リスク

（negligible BSE risk）の国認定」を受けた。  

2．水危機 

16 日に開催された水道公社主催会合において、同公社が首都圏に水を供給している主要 3

ダムが年末までに枯渇するとして、更なる水消費削減の必要性を主張。18 日、ウィントフ

ック市は、同発表を踏まえ、水利用削減率をこれまでの 30％から 40％（通常時比）へ引き

上げることを求める告知を発表。 

3．旱魃救済プログラムの延長 

31 日、政府系ニュー・エラ紙は、2016 年 3 月末に終了した 2015/2016 年度の旱魃救済プ

ログラムの 3 か月の延長が閣議承認された旨報じた。 

4．輸出税法案 

11 日、国民評議会は、先月国民議会が採択した輸出税法案（Export Levies Bill)を修正す

ることなく採択。法案は一旦国民議会に戻り、大統領の署名を経て施行される。 

http://www.za.emb-japan.go.jp/jointadmin/namibia/news_2016_05.pdf 

 

ナミビア月報（6 月） 

1．新国会議事堂建設 

9 日、トゥエヤ情報・通信大臣は、建設費の高騰により議論の的になっている新国会議事堂

に関して、今後の方向性を議論するための委員会が副大統領、首相、両院議長出席のもと

開催されたとメディアに述べた。委員会では、議員数増加によるスペース不足と築 100 年

を超える現議事堂の高額な維持管理費に鑑み新たな議事堂の必要性が確認された一方で、

水危機や干ばつ、食糧不足、貧困など他の優先課題に鑑み、最終的な建設の可否の判断は、

計画及び実現可能性評価の結果を踏まえて行うことが決定された。 

 2．ムガジー印大統領の公式訪問 

15－17 日、ムガジー印大統領は、ガーナ、コートジボワールに続き、当国を公式訪問した。

ムガジー大統領は、ガインゴブ大統領との首脳会談をはじめ、ヌヨマ初代大統領との会談

等を行った。 

http://www.sn.emb-japan.go.jp/pdf/jp/sn/geppou1607.pdf
http://www.za.emb-japan.go.jp/jointadmin/namibia/news_2016_05.pdf
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3．北朝鮮企業との関係終了 

30 日、国際関係・協力省は、次官名による報道発表をもって、北朝鮮への制裁に関する国

連安保理決議 2270 号に基づき、ナミビア国内で事業を行っている北朝鮮企業 2 社（Korea 

Mining Development Trading Company 及び Mansudae Overseas Projects）との関係を

終了する決定をし、右は国連と北朝鮮に伝達されたと発表。 

4．2016 年アフリカ繁栄指数 

1 日、イギリスのシンクタンク・レガタム研究所は、2016 年アフリカ繁栄指数報告書を発

表し、波日は対象 38 国中 4 位となった。 

5．旱魃に関する緊急事態宣言 

25 日、ガインゴブ大統領は、旱魃に関する緊急事態宣言に署名し、29 日、カチャヴィヴィ

国民議会議長より議会に報告された。 

http://www.za.emb-japan.go.jp/jointadmin/namibia/news_2016_06.pdf 

 

ナミビア月報（7 月） 

1．国籍法改正 

19 日、イーヴラ＝イターナ内務大臣は、国民議会にナミビア国籍法改正案を提出。同法案

は国民議会を直ちに通過し国民評議会に送られ、国民評議会は常設委員会に対し 8 月 3 日

までに検討するよう命じた。同改正法案は、両親が非ナミビア人である場合、ナミビアで

生まれた子供がナミビア国籍を取得できるのは両親が永住権を持っている場合に限るよう

にするもの。法曹界は憲法をそして司法の判断を蔑ろにする行為であるとして一斉に反発

し、法案撤回を要求。  

2．水対策閣内委員会 

6 日、ガインゴブ大統領は、水対策のための閣内委員会を任命。委員長に農業・水・森林相、

委員会メンバーに蔵相、国家計画委員会長官、都市・地方開発相、鉱山・エネルギー相、

大統領府相を任命。8 月中旬までに緊急対策を策定することに。 

3．米国への牛肉輸出 

13 日、在ナミビア米国大使館は、米国の食品安全検査局が「米国へ牛肉の輸出が可能国リ

スト」にナミビアを掲載した旨発表。それによれば、ナミビアはアフリカ諸国の中で米国

が牛肉の輸出を認める最初（かつ現時点で唯一）の国となった。 

4．イエローカード 

15 日から、黄熱病危険国からの訪問者（当該国に一時滞在した者を含む）はナミビア入国

時にイエローカード（黄熱病予防接種証明書）の提示を求められることとなった。 

http://www.za.emb-japan.go.jp/jointadmin/namibia/news_2016_07.pdf 

 

ニジェール月報（7月） 

1．非常事態宣言 

29 日、ニジェール政府はディッファ州の非常事態宣言を 3 か月延長することを決定した。 

2．世銀、MCC による支援 

ワシントン DC を訪問中のブリジ・ラフィニ首相は、27 日、世界銀行との間で 7,000 万ド

ルの支援に関する合意に署名、29 日、ミレニアム・チャレンジ・コーポレーション（MCC)

http://www.za.emb-japan.go.jp/jointadmin/namibia/news_2016_06.pdf
http://www.za.emb-japan.go.jp/jointadmin/namibia/news_2016_07.pdf
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本部にて、MCC のニジェールに対する 4 億 3,702万米ドルの支援に関する合意に署名した。 

3．国際収支 

5 日、西アフリカ中央銀行（BCEAO)は、ニジェールの 2014 年の国際収支が 1,814 億 CFA

フラン（約 363 億円）の黒字だったと発表した。 

http://ab-network.jp/%E3%83%8B%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%B

E%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%

BC%97%E6%9C%88%EF%BC%89 

ボツワナ月報（7 月） 

1．冬期国民議会 

4 日、冬期国民議会が開会する（8 月 12 日終了）。政府は、大統領引退後の恩典にかかる法

の改正案を今会期に提出する予定。 

2．ナミビア大統領の公式訪問 

11 日、ガインゴブ・ナミビア大統領が 2 日間の公式訪問のためハボロネに到着した。到着

後、大統領府において首脳会談が行われ、森林火災・管理等にかかる MOU が署名された。 

3．北朝鮮弾道ミサイル発射にかかる外務省プレスリリース 

ボツワナ政府は 9 日に実施された北朝鮮による弾道ミサイル発射実験に懸念を表明し、迎

撃ミサイルシステムの配備を支持する旨発表した。 

4．大統領、旱魃年を宣言 

13 日、大統領府は、カーマ大統領が 2015/2016 年度旱魃年と宣言する旨のプレスリリース

を発出した。本年 7 月 1 日から来年 6 月 30 日までの間、政府の救済措置が担当省庁を通じ

て実施される。 

http://www.botswana.emb-japan.go.jp/files/000181106.pdf 

 

南アフリカ月報（7月） 

1．統一地方選挙直前の世論調査結果 

3 日の統一地方選挙を目前に控え、各世論調査の結果概要以下の通り。ANC の内部調査に

よると、ヨハネスブルグで 56％、ツワネで 52％の得票率を獲得。DA による調査では、ANC

はヨハネスブルグで 51％の得票率を獲得。非営利団体の南部アフリカ選挙機構（EISA)に

よると、全国規模で ANC の支持率は 53％、DA は 17％、EFF は 10％となっており、1994

年の民主化以来初めて、ANC の支持率 60％を切るかもしれない。 

2．IMF の警告 

IMF は、「肥大化した政府の賃金」を削減しなければならないと警告した。さもなくば、南

ア政府は全面的な予算削減を余儀なくされ、経済成長を阻害し、貧困層にダメージを与え

るだろうと述べた。 

3．外国直接投資（FDI) 

大手監査法人EY の 7 月レポートによると、南アは、アフリカでトップの直接外国投資（FDI)

先であると述べている。2015 年は南部アフリカ全体で FDI が減少したにもかかわらず、再

生可能エネルギープロジェクが南アをトップにした。 

4．モディ・インド首相の南ア公式訪問 

7－9 日、モディ首相は政府高官を同行させ、南アを公式訪問した。同首相の南ア訪問中、

http://ab-network.jp/%E3%83%8B%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%97%E6%9C%88%EF%BC%89
http://ab-network.jp/%E3%83%8B%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%97%E6%9C%88%EF%BC%89
http://ab-network.jp/%E3%83%8B%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%97%E6%9C%88%EF%BC%89
http://www.botswana.emb-japan.go.jp/files/000181106.pdf


14 

 

両国により以下の協定及び覚書に署名がなされた。情報通信技術分野に於ける覚書、科学

技術分野における草の根レベルの新制度設立、観光と文化プログラムに関する覚書。 

http://www.za.emb-japan.go.jp/jp/downloads/SANews/July_2016.pdf 

 

南アフリカ（8月） 

1．統一地方選挙結果 

 独立選挙委員会（IEC)は、3 日に行われた統一地方選挙結果を発表したところ概要以下の

通り。                                        

〇南ア全土における各政党獲得議席及び得票率 

アフリカ民族会議（ANC)  5,163 議席  53.91％                                                                        

民主連合（DA)       1,776 議席  26.89％                                                            

経済的開放の闘士（EFF)   761 議席   8.2％ 

2． 主要都市での DA 市長誕生 

 3 日に実施された統一地方選挙の結果、主要な 4 大都市行政区（メトロ・カウンシル）で

DA 市長が誕生した。なお、南アには 8 つのメトロがあり、DA は従来確保してきたケープ

タウンのほか、ツワネ（プレトリア）、ヨハネスブルグ及びネルソン・マンデラ・ベイ（ポ

ートエリザベス）で市長を誕生させた。  

3． 経済指標 

 〇インフレ  7 月の消費者物価指数（CPI)は前年比ベースで 6％と 6 月の 6.3％より下

落した。 

 〇貿易指数  2016 年 6 月までの輸出は輸入を上回り、貿易黒字を維持。南ア歳入庁の

統計によると、6 月までに輸出は 11％、輸入は 4％増加。 

 〇鉱業・製造業生産高  南ア統計局によると、鉱業生産高は前年比 2.5％下落したが、

過去 2 か月よりも下落スピードは緩やか。製造業生産高は前年比 4.5％増で 2015 年 7 月以

降最高水準。 

4． 再生可能エネルギー 

 ヨハネスブルグ証券取引所（JSE)のチーフ・エグゼクティブは、南アの経済見通しにつ

いてポジティブであり、特に再生可能エネルギーIPP プログラムは投資機会があると述べた。 

http://www.za.emb-japan.go.jp/jp/downloads/SANews/August_2016.pdf 

 

モザンビーク月報（6月） 

1．レナモ武装兵 

6 日朝、8 日夜、レナモ武装兵がソファラ州で貨物列車を襲撃。10 日、レナモ武装兵が同州

で電力公社車両を襲撃、マニカ州でマラウイへ向かっていたトラック 4 台を襲撃。24－27

日、ソファラ州およびマニカ州でレナモ武装兵の車両襲撃事件が 3 件発生。 

2．政府・レナモ間対話に向けた合同委員会 

1 日に第 3 回会合を開催して以来、8 日、17 日、20 日、29 日と会合を重ねている。レナモ

側の提案に基づき、ズマ南ア大統領、カトリック教会、EU に国際的「仲介者」としての参

加を打診中。政府側は、ニュシ大統領とドゥラカマ党首間の対話を早急に実現させるべき

と主張するも、未だ会談の見通し立たず。  

http://www.za.emb-japan.go.jp/jp/downloads/SANews/July_2016.pdf
http://www.za.emb-japan.go.jp/jp/downloads/SANews/August_2016.pdf
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3．金利 

14 日、「モ」中銀の金融政策委員会は、インフレをコントロールするため常設貸出ファシリ

ティ（銀行間市場において商業銀行が中銀から借りた資金に対して支払う金利）を 12.75％

から 14.25％に引き上げること等を決定。今回の金利変更は、政治軍事的緊張とドナーから

の支援中断という要因により、経済の減速と為替変動によるインフレが続いているため。  

4．国会臨時本会議の開催 

8 日及び 9 日の両日、隠し対外債務問題に関する臨時本会議が国会で開催された。ロザーリ

オ首相他の発言のポイントは、政府は債務に関わる情報共有への不作為を認め、債務の履

行を約束。IMF 等の国際パートナーとの協働を確認。債務問題調査委員会を国会に設立。 

http://www.mz.emb-japan.go.jp/files/000180623.pdf 

         

ルワンダ月報（7 月） 

1．解放の日（Liberation Day)を祝う式典 

4 日、カガメ大統領は、政府閣僚と共に東部県ブゲセラ地区で行われた 22 回目の開放を祝

う式典に出席した。解放の日は RPF がジェノサイドを終結させた日として、毎年祝われて

いる。  

2．観光業発展のための提案 

20 日、上院の経済発展・金融委員会は、観光業をさらに発展させるための 6 つの提案を政

府に行った。ルワンダの観光業の発展は近年目覚ましく、観光収入は過去 10 年間で 2 倍以

上に伸びている。 

3．携帯電話を利用した診療システム 

28 日、イギリスの医療コンサルティング会社 Babylon とルワンダ政府は、携帯電話を使用

して医師による診療を受けることができるアプリを国内で運用することを発表。同サービ

スは既にイギリス国内で 100 万人以上に利用されているもので、医療へのアクセスが難し

い住民がビデオ通信や音声通話で診療を受け処方箋を受け取ることが可能となる。携帯電

話を持たない人のために、タブレット端末を備えた専用ブースを全国に展開予定。  

4．低所得者向け投資ファンド 

11 日、財務・経済協力省管轄下のルワンダ国家投資信託会社（RNIT Ltd)は、Iterambere 

Fund（大使館注：「開発ファンド」の意）を設立した。同ファンドは、国内の資金の流れを

活発化し、国民に貯蓄の習慣を促すことを目的としている。 

5．通信分野におけるガボンとの協定 

18 日、ルワンダとガボンは One Area Network と題された取り組みを開始し、通信分野で

協力することを発表した。右協定により、両国間にはローミング料金が課されず、国内向

け通話と同価格での通話が可能となる。 

http://www.rw.emb-japan.go.jp/files/000182173.pdf 

 

 

＊記載した情報は、在アフリカ諸国日本大使館 HPと AB－NET から収集したものです。 

 

 

http://www.mz.emb-japan.go.jp/files/000180623.pdf
http://www.rw.emb-japan.go.jp/files/000182173.pdf
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特別ニュース 

 

「エチオピア経済、中央アフリカ国家論、コンゴ（民）、コートジボワール金鉱、マリ、エ

ジプト税、チュニジア財政、アフリカ感染症、ガボン大統領選挙、アフリカ民主主義、ア

フリカ文化論」 

アフリカニュース編集委員会 

 

1「エチオピア：アフリカの成長国は崩壊の危機にあるのか？」 

“Is Africa’s rising power on the brink of collapse?”, Remi Benoit Piet, Al Arabuya 

News, 8 月 25 日 

オリンピックの最終日、男子マラソンの勝者、Feyisa Lilesa がゴールラインを超えたとき

に両腕を頭の上で交差した。これはエチオピアで政府に反抗しているオモロ族のプロテス

トサインである。彼は生命の危険をおかし、故国への帰還を諦めた。エチオピアは過去 10

年近隣国をはるか超える年間 10 % の GDP の成長を記録している。これは莫大な公共投資と

外国からの援助によるものである。しかし、国家は崩壊しつつある。テロリストや外国か

らの脅威によるものではなく、政府がすべての国民を国家のプロジェクトに取り組むこと

が出来ないためである。 

 

2「中央アフリカは国家であるが、非常に異なる国家である」 

“Yes, Central African Republic is a real country. But it’s a very different kind 

of country”, Tatiana Carayannis and Louisa Lombard, Africa at LSE, 8 月 17 日 

これは中央アフリカ共和国の要点を絞った歴史である。主論点は、政策作成者が過去 20年

間武装化、軍事化して行く政治を理解し、対応することが出来なかったということである。

政治を学ぶものは常に公的領域と民間領域を識別するが、中央アフリカでは、国家は常に

私有化され、そのような識別は意味をなさない。フランスは 1899 年から 1930 年まで、行

政組織を作り上げず、民間会社にこの国をリースしてきた。 

 

3「アフリカの夢を追って」 

“In Pursuit of the African Dream”, Ty McCormick, Foreign Policy, 8 月 19 日    

アディスアベマの二人の兄弟が、密航業者に 2 年分に相当する金を払い、見たことも無い

南アフリカに仕事を求めて、移住を試み、幾度も騙され、トラックに積み込まれ、警察に

捕まり、刑務所に入れられ、数か月後に送還される。それでも南アフリカでの成功話が若

者を送りだし続ける。 

 

4「アフリカの脆弱な民主主義」 

“Africa’s fragile democracies”, Economist, 8 月 18 日 

冷戦終了と共にアフリカでは複数政党制が多くの国で採択された。平和裏に権力の移譲も

行われるようになった。数人の独裁者は未だ居残り、紛争も続いているが、多くの政治指

導者は表面的には尊敬されるように行動し、選挙も通常的に実施されるようになった。経

済も開放されている。しかし、近年アフリカの民主主義は、停滞しているように見える。

https://english.alarabiya.net/en/perspective/analysis/2016/08/25/Is-Africa-s-rising-power-on-the-brink-of-collapse-.html
http://blogs.lse.ac.uk/africaatlse/2016/08/17/yes-central-african-republic-is-a-real-country-but-its-a-very-different-kind-of-country/
http://blogs.lse.ac.uk/africaatlse/2016/08/17/yes-central-african-republic-is-a-real-country-but-its-a-very-different-kind-of-country/
http://foreignpolicy.com/2016/08/19/in-pursuit-of-the-african-dream-ethiopia-south-africa-migration-crisis/
http://www.economist.com/news/leaders/21705319-end-cold-war-multi-party-democracy-has-flourished-many-countries-it-now?cid1=cust/ednew/n/bl/n/20160818n/owned/n/n/nwl/n/n/n/n
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非リベラルな民主化ともいえる。権力者は反対派を圧迫し、国家の権力を恣意的に行使し、

選挙も自己に有利なように画策している。経済の多様化、中間層の増加が民主化を促進す

ることになろう。しかし、西側諸国はアフリカの角やサヘール地域における民主化を後押

ししている。これ近視的なアプローチである。経済的な繁栄と正義の実践が民主化を進め

る基本である。 

 

5「大英帝国の残酷な真実の証言、」 

“Uncovering the brutal truth about the British empire”, Marc Parry, The Guardian, 

8 月 18 日 

一人の米国人女性歴史家が英国の歴史の真実に迫り、英国の植民地行政の再評価を大きく

変えるまでに至った。この間の英国の政治家、マスコミ、研究者、司法の演じた役割を知

るにつけて、彼らの価値基準とわが国のそれとの違いを痛感した。新聞の記事としては長

いが、一読をお勧めする。 

若い米国の研究者、Elkins、がたまたまケニアのマウマウの反乱における英国の強制収容

所と監視下に置いた村落の記録を読み、体験者に話を聞き、「英国のグラーグ」を出版した。

同僚研究者からも厳しい批判を受ける。英国の人権擁護の法律事務所から、ケニアの強制

収容所経験者が英国政府を起訴するので、証人として要請された。マスコミも収容所内で

の暴行、虐待の記録を探し、極秘として保存されていた 1500 冊の記録も裁判所の命令で開

示され、経験者の証言、彼女の研究が真実であることも証明され、ついに英国政府は 2011

年に 5,228 人の被害者に各 3,800 ポンドの損害弁償を支払った。このような虐待はケニア

のみならず、英国のすべての植民地で起きていたことも明らかとなった。 

  ケニアの独立時に多数の植民地時代の記録が破棄されたことは、容易に想像できるが、

極秘の 1500 冊の記録を空輸し、国庫で保管していたことも驚かす。後の世代が現政権の判

断をすべきで、そのための資料は保管する、という考え方に感心する。また、司法が極秘

の記録を開示させる決定にも驚く。この間の権力に立ち向かうマスコミの役割にも深く印

象づけられる。この問題は英国の植民地行政の陰の部分であり、結論は出ていないが、わ

が国との比較において文化の違いを認識させられる。 

 

6「コンゴ民主共和国の経済: 巨人の覚醒」 

“DRC economy: The giant awakens”, Franck Kuwonu, Africa Renewal, 8 月 12 日 

DRC からのニュースと言えば、東部において 30 年間の継続する紛争である。メディアの悲

惨な報道、血塗られた過去を超えて、DRC は成長している。2009 年の成長率は 2.8％であっ

たが、過去 5年 7.7％の成長を記録している。2016 年には 8％の成長が予測され、世界中で

も最高の成長国の一つである。その地下資源は高い成長の可能性を示唆する。コバルト、

銅、ダイアモンド、コルトンと錫が世界に輸出されている。 

 

7「コートジボワール金鉱開発」 

“Ivory Coast’s Gold Rush Comes at a Price”, CNN, 9 月 1 日 

コートジボワール経済はアフリカで最も急速に成長しており、今年の成長率は 8.5％に達す

るものと予測されるが、その成長を支えるのは主に鉱業であり、特に西部の金鉱山である。 

https://www.theguardian.com/news/2016/aug/18/uncovering-truth-british-empire-caroline-elkins-mau-mau
http://www.theafricareport.com/Central-Africa/drc-economy-the-giant-awakens.html
http://edition.cnn.com/2016/09/01/africa/gallery/ivory-coast-gold-mpa/
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8「マリ、イスラム武装勢力の攻撃後国防相解任」 

“Mali : le ministre de la Defense limoge apres une nouvelle attaque jihadiste”, 

France24, 9 月 4 日 

9 月 2 日にジハーディストに占拠されたマリ中部のボニには 3 日に国軍が戻ったが、T.H.

クリバリ国防大臣は解任された。後任は A.I.マイガ国土相。7月 19日にアンサル・ディー

ンに中部のナンパラ国軍基地が攻撃され兵 17 人が亡くなっており、ジハーディストの活動

は北部から中部さらに南部へと広がりつつある。マリ北部は 2012 年 3～4 月にアルカイダ

系の武装勢力の手に落ち、翌年 1 月からフランス軍等が介入しおおむね駆逐した。2015 年

には元反乱勢力と和平合意も結ばれたが、国軍等は地域全体を掌握してはいない。 

注：フランス軍はモーリタニア、マリ、ニジェール、ブルキナ、チャドに関連作戦展開中。 

 

9「エジプトは 3年以内に燃料補助金を廃止へ」 

“Egypt to end fuel subsidies within three years”, THE AFRICA REPORT, 8 月 23 日 

エジプトは 3年以内に燃料補助金を終了させる計画。2016/2017 会計年度中には、実際のコ

ストの 65%までに上げる事を目指している。現在の燃料価格は 92 オクタン価のガソリンで

コストの 58%、80 オクタン価のガソリンで 57%、ディーゼルで 53%の販売価格となっている。 

IMF の事務レベルとは、120 億ドル・3 年の貸し付けについて合意に至っており、執行委員

会の承認待ちとなっている。このデスバースメントは、補助金の削減、VAT の導入、柔軟な

為替制度の導入など多様な改革の進展が条件となっている。 

 

10「エジプト議会は VAT 13%の導入を承認」 

“Egyptian parliament approves Value Added Tax at 13% ”, THE AFRICA REPORT, 8 月

29 日 

エジプト議会は、政府提案の 14%に対し、インフレを懸念して 12%にすべきとの議論が続き

時間がかかったが、ようやく財務大臣の妥協案で 13%となった。しかし、次の会計年度から

は 14%とされることになっている。これに伴い、現行の売上税は廃止されると共に、貧困層

対策として基礎的物資・サービスは無税とされる。2011 年以来、政治的不安定により、観

光及び外国投資が激減しエジプト経済は苦境に陥っている。 

 

11「チュニジア首相が緊縮財政と人員削減の決意を述べた」 

“Tunisia: Prime Minister warns of austerity , job cuts”, THE AFRICA REPORT, 8

月 26 日 

チュニジア議会で、首相に指名されたユセフ・シャヘド氏は、現在の経済危機打開のため

には、数千の公営企業の人員削減や新税の導入を伴う緊縮財政プログラムの実施が避けら

れないだろうと述べた。昨年、2度のイスラム過激派のテロによる観光客の減少や、リン鉱

山のストなどで経済が低迷している。 

 

12「ギニアでポリオのケースが報告され、アフリカからポリオの駆逐は容易ではない」 

“Guinea eyes official end of polio outbreak but bigger challenge remains for Africa”, 

http://www.france24.com/fr/20160904-mali-limogeage-ministre-defense-coulibaly-nouvelle-attaque-jihadiste-boni-terrorisme
http://af.reuters.com/article/investingNews/idAFKCN10Y0QO
file:///C:/Users/mariko/AppData/Roaming/Microsoft/Word/Egyptian%20parliament%20approves%20Value%20Added%20Tax%20at%2013%25
Tunisia:%20Prime%20Minister%20warns%20of%20austerity%20,%20job%20cuts
https://www.theguardian.com/global-development/2016/aug/12/guinea-polio-outbreak-wider-challenge-africa-nigeria-cases
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The Guardian, 8 月 12 日 

ギニアでの 4 歳の子供アフリカでの最後のポリオ患者と考えられていたところ、ナイジェ

リアで 2 ケースのポリオが報告された。ナイジェリアでは過去 2 年間ポリオの患者がでて

いなかった。WHO によると、このポリオは Borno で 2011 年に発症し、2 人の子供が麻痺し

たケースと同様な種であることが判明した。ギニアはアフリカの最貧国であり、2009 年の

ポリオの流行では 41のケースが報告されていた。ポリオのアフリカからの駆逐を祝うには、

未だ時間がかかりそうである。 

 

13「アンゴラとコンゴ（DRC）の黄熱病の発生は、古い敵からの明確な警告」 

“Yellow fever in Angola and the DRC: a stark warning from an old enemy ”, Sunetra 

Gupta, The Guardian, 8 月 19 日 

キンサシャで黄熱病が流行し始めた。アンゴラにも拡散している。現在ワクチンの不足は

深刻である。人類がこの病気と闘ってきた長い歴史を振り返る必要がある。米国の首都は

1793 年のフィラデルフィアの黄熱病の流行が無かったならば、同市に決まっていたかもし

れない。G.ワシントンを始め連邦政府のメンバーは、同市を脱出し、現在のワシントン D.C

に移動した。黄熱病は人間の宿主を必要としない、熱帯林の中でサルを宿主として生存す

ることが出来る。 

 

14「ガボン、数え直しすべき投票」 

“Au Gabon, un scrutin a recompter ”, Le monde, 9 月 3 日 

アフリカのクウェートとされる豊かな産油国なのに、人口 150 万の 3分の 2は貧困にある。

大統領選挙後、悲惨さの元凶である政治経済制度が浮かび上がった。8 月 27 日の選挙結果

に対する抗議暴動は、変わらない現状に対する民衆のうんざりした気持ちの表れだ。現職

で 40年君臨した前大統領の息子ボンゴ・オンディンバと元外相で義兄のジャン・ピンの間

で争われた。49,80 %対 48,23 %の僅差でボンゴ勝利との公式開票結果が告げられると、野

党は直ちに投票の数え直しを求め、街頭で抗議、国会議事堂の一部が焼失し、軍が野党本

部を取り囲み首都は混乱状態に陥った。国際監視団は開票がボンゴ陣営で行われたのに驚

いたが、EU も地域機構も開票作業のやり直しを求めようとしない。 

 

15「ニュ-ヨークからアフリカへ仕事を移し学んだこと」 

“From New York to Africa: Lessons Learned”, David S. Levin、（Managing Partner at 

Nexus Capital Markets）, CNBCAFRICA, 8 月 11 日 

アフリカで仕事をはじめて 15年ほどになる。学ぶことの多かった年月である。 

アフリカで学んだことは以下の通りである。どのような業種であれ、適合すると考える。 

①アフリカでは物事はゆっくり動く、非常に、非常に、非常にゆっくり動く、 

②何事も予想することとは異なる。すべて割り引いて、そして調整する、 

③何時でも交渉する用意をしておく、交渉する、合意する、そして再び交渉する、 

④契約よりも人間関係が大切であることを理解しなければならない。契約よりも貴方が誰

であることの方が大切である、 

⑤貴方は外国人であり、他人の家にいることを覚えておくこと。何処から来たか、どのよ

https://www.theguardian.com/commentisfree/2016/aug/19/yellow-fever-democratic-republic-congo-angola-vaccines-non-immune-adults
http://www.lemonde.fr/idees/article/2016/09/03/au-gabon-un-scrutin-a-recompter_4992006_3232.html
http://www.cnbcafrica.com/news/special-report/2016/08/11/from-new-york-to-africa-lessons-learned/
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うに仕事をするのか、は関係ない、 

⑥アフリカの多様な、豊かな文化を尊敬しなさい。比較をしたり、決めつけたりしてはな

らない。すべてを抱き込みなさい、 

⑦信頼関係が一番大切であることを肝に銘じておくこと。 

⑧アフリカにいるときは、アフリカ人のように振る舞いなさい。 

 

16「一週間ウガンダの女性になってみた」 

“I decided to be a Ugandan woman for a week ? it was the wig that broke me”, Samuel 

Woira, The Guardian, 8 月 22 日   

ここ数年ウガンダでも女性の役割は変わってきた。女性達は外に働きに出て、家計にも貢

献している。しかし、家庭生活では女性は全ての家事、育児を担い、夫は妻に命令する習

慣は変わっていない。その上、妻の収入の 90％から 100％を取り上げる。女性の負担は増

えるだけである。一週間女性となって生活してみたが、その負担の大きさに驚いた。この

不平等を無くさなければならない、とソーシャルワーカーとして決心した。（ウガンダ社会

における男女の役割の違いが、面白く述べられている。） 

 

TICADVI を読み解く 

 

「TICAD VI ケニア開催、農業、インフラ、保健医療、アフリカ諸国首脳・中国の反応」 

顧問 堀内 伸介 

1「日本・アフリカ首脳会議はアフリカに新たな力を与える」 

“Japan-Africa Summit Gives Continent New Leverage”, Elizabeth Sidiropoulos, Neuma 

Grobbelaar, (南アフリカ国際問題研究所）, 8 月 26 日 

TICADは冷戦終了後、日本の新たなアフリカ政策の基本として1993年以降開催されてきた。

日本のアフリカにおける援助と経済活動は、広く知られていない。他国、特に中国とは比

較にならない。今回の TICAD の目的も日本の経済活動の一環として、アフリカ市場、投資

先、資源、国連安保理常任理事国への支援を求めての政策の一環である。しかし、日本と

アフリカがより密接な経済、政治関係を構築することは、両者の結びつきを強固なものと

し、アフリカの大きな利益に結び付くであろう。 

 

2「日本と中国のアフリカへの関心はアフリカの利益」 

“Japanese and Chinese attention is good for Africa”, Seifudein Adem（NY 州立大

教授,筑波大大学院卒）, Daily Nation, 8 月 11 日 

TICAD が何故今アフリカで開催されるのか。4つの説明がありえる。①中國の影響の拡大へ

の対抗、②中国のアジアでの行動がアフリカでの行動にも影響を及ぼす、③日本のアフリ

カへの関心は資源獲得にかぎられている、④国連安保理会常任理事国へのアフリカの支援

を求める。日本企業のアフリカへの進出が必要との世論はあるが、日本のビジネスリーダ

ーたちは未だ消極的である。中國も日本も競争すべきであるが、対立する必要はない。 

日本と中国の工業化のレベルは異なる。両国が協力すれば、アフリカの開発は前進するし、

アフリカの資源を両国とも確保できる。 

https://www.theguardian.com/global-development-professionals-network/2016/aug/22/woman-for-a-week-salve-international-gender-inequality
http://allafrica.com/stories/201608260594.html
http://www.nation.co.ke/oped/Opinion/chinese-and-japanese-attention-is-good-for-africa/440808-3341370-phtuvyz/
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3「日本とアフリカが食糧安全と栄養の向上について合意」 

“Japan, Africa teaming up to boost food security, nutrition”, The East African, 

8 月 27 日 

日本のアフリカにおける農業分野の協力についての簡単な歴史の後に、日本、アフリカと

他の FAO のようなステークホルダーが食糧、栄養の改善に協力する計画を説明。 

 

4「安倍首相は次の 3年間に 300 億ドルの資金提供を約束」 

“Japan pledges $30bn for Africa over the next three years”, George Obulutsa ,Business, 

Day, 8 月 27 日   

安倍首相は 27日 300 億ドルを政府と民間で提供する旨発表した。この投資は日本がアフリ

カの将来への信頼を示すものであると説明した。資源に乏しい日本はアフリカの資源獲得

に強い関心を持ち、2011 年の福島の原発事故以来、多くの原発が閉鎖し、石油への依存が

増加している。100 億ドルはアフリカ開発銀行と共同でインフラ建設に向けられる。この資

金は TICADV でコミットした 320 億ドルに追加するものであり、すでにその 67％は各種のプ

ロジェクトに投資されている。 

 

5「日本はインフラ建設に一兆シリングを提供する」 

“Japan to Grant Africa Sh1trillion for Infrastructure”, Daily Nation, 8 月 27

日 

日本はアフリカのインフラ建設に一兆シリング（100 億ドル）を約束した。安倍首相は、さ

らに、5 億ドルをアフリカの伝染病対策として国際機関を通じて提供する旨発表した。ケニ

ヤッタ大統領は、同会合で、先進国は自由貿易から利益を得ているにもかかわらず、内向

きな貿易政策を施行しており、世界規模におけるフェアトレードを促進するように要請し

た。 

 

6「日本の魅力あふれる進出がアフリカに帰ってきた」 

“Japan's Charm Offensive Returns to Africa”, Allan Olingo, The East African, 8

月 24 日 

日本・アフリカの良好な経済関係を進める TICAD が始まる。日本はアフリカのインフラの

建設と援助の引き換えに国連安全保障理事会の常任理事国の席の獲得支援、アフリカから

の資源の安定輸入、日本の商品の市場を求めている。アフリカへの投資では日本は中国に

大きく引き離されており、追いつくためには援助・投資政策の見直しが必要である。日本

はアフリカとの長期的な関係を保持してきたが、低姿勢であり、アフリカと一対一の関係

を構築する必要がある。 

 

7「日本はアフリカ諸国に良質の技術を提供する」 

“Japan to Offer Technology Support to Kenya”, Peter Leftie and Stella Cherono,Daily 

Nation, 8 月 26 日 

安倍首相は 76人の日本のビジネスマンを伴って来訪した。これらの企業は TICAD を通じて

http://www.theeastafrican.co.ke/OpEd/comment/Japan-Africa-teaming-up-to-boost-food-security-and-nutrition--/434750-3360250-h3c5m7/index.html
http://www.bdlive.co.za/world/asia/2016/08/27/japan-pledges-30bn-for-africa-over-the-next-three-years
http://www.nation.co.ke/news/Japan-to-grant-Africa-Sh1trillion-for-infrastructure/1056-3359548-6gjyd2/
http://www.theeastafrican.co.ke/magazine/Japan-charm-offensive-returns-to-Africa-/434746-3355956-drutlw/index.html
http://www.nation.co.ke/news/Japan-to-offer-technology-support-to-Kenya/1056-3358682-khmq8kz/
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高度な技術と経験をアフリカ企業と共有することに熱心である。また、農業の生産性を上

げるための技術の移転も可能である。安倍首相は今回の会議では、工業化、弾力的な保健

医療システムの構築、繁栄をすべての人が享受する社会の建設が主題である、と表明した。 

  

8「アフリカの保健医療分野における日本の協力」 

“Japan in Africa ：Building resilient health systems”, Washington Post, 8 月 26

日 

アフリカは年平均 5％以上の経済成長を達成したが、問題もある。資源価格の下落，テロな

ど極端な暴力の増加，エボラに象徴される保健医療分野の欠陥である。日本は 35 年も前に

ガーナに野口医療研究所を建設し、アフリカの保健医療分野に貢献している。現在ケニア

日本の LIXIL Group と専門家が保健衛生の分野でプロジェクトを進めている。今回の TICAD

Ⅵにおいても、同分野への協力が強調される。（資料:日本政府の提供）（アフリカ協会会員

企業と会員のプロジェクトが紹介されている。） 

 

9「ケニヤッタ大統領の TICAD 開幕スピーチ」 

“TICAD Opening  Speech by President Kenyatta”, 8 月 26 日 

アフリカ大陸は急速に変化している、インフラ、エネルギー、教育、アフリカの資源とあ

りすぎるほどある若者への投資が大陸を変えている。所得は上昇し、中間層も増加してい

る、アフリカ人の企業家精神と拡大する工業により失業への対策も実施されている。この

大陸の隠された偉大さと全てのアフリカ人への機会は、民間部門の活躍にかかっていると、

確信している。 

 

10「ケニヤッタ大統領の TICAD 閉会スピーチ」 

“TICAD  Closing  Speech by President Kenyatta”, 8 月 28 日 

本会議では、ナイロビ宣言を全員一致で採択した。3つの主要点がある。 

①経済の多様化と工業化を通じて経済構造の改革を図る。 

②生活の質の向上のために弾力的な保健医療システムを確立する。 

③全ての人が繁栄を享受できる社会とその安定を促進する。 

特に大陸のインフラの改善、クリーンエネルギーの生産と分配、保健医療システムの近代

化、食糧安全の確保。清潔な飲料水へのアクセスと潅漑技術の強化である。TICAD のユニー

クな性格は、アフリカの人々と大陸の発展を願うすべての人々を結ぶことにある。  

 

11「南アフリカのズマ大統領：アフリカはその運命を支配している」 

“Africa is steering its own destiny, Jacob Zuma says in Nairobi”, Business Day, 

8 月 27 日 

アフリカは TICAD が最初に開催された 1993 年とは大きく変化している。活気にあふれ急速

に変化している。世界中で最も高い成長率を記録している国もある。持続的な成長と不平

等、貧困、失業の苦難からの脱離に強くコミットしている。さらに、自分は Agenda 2063

に明記されているように地域統合、大陸内の貿易の振興、大陸の問題を自ら解決する能力

などを、気候変動から、ガバナンス、工業化などのすべての会合において強調している。 

http://www.washingtonpost.com/sf/brand-connect/wp/enterprise/japan-in-africa-health-systems/
http://allafrica.com/stories/201608280165.html
http://allafrica.com/stories/201608280141.html
http://www.bdlive.co.za/africa/2016/08/27/africa-is-steering-its-own-destiny-jacob-zuma-says-in-nairobi
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12「ルワンダのカガメ大統領:良い政治は自国から始まる」 

“Good Politics Begins At Home, Says Kagame ”, Collins Mwai, New Times, 8 月 29

日 

国は他国から学ぶことが出来る、しかし、学習した事柄は各国の固有の価値とブレンドし

て、当該国で機能するものにしなかればならない。近代化は他の価値を輸入することでは

なく、自分の持つものを外からのインプットで改善することを意味する。良い政治は自国

から始まるものであって、他国のシステムをそっくり輸入することは、失敗を導くだけで

ある。各国はオーナーシップを維持して、自国で機能するように外からの事柄をブレンド

することが大切である。 

 

13「ウガンダのムセベ大統領：良い統治を支持」 

“Uganda's Yoweri Museveni Roots for Good Governance At TICAD Forum”, Daily Nation, 

8 月 26 日 

ムセベニ大統領は、TICAD のサイドイベント「TICAD はアフリカの民主的なガバナンスを支

持する」で次のように話した。良い統治が議論されているが、いつも平和的な選挙が強調

されている。良い統治は、選挙だけでなく社会のすべてを包括するものでなければならな

い。 

60 年代にアフリカに押し付けられた経済政策は個々の独立した問題に対応するものであり、

効果が無かった。例えば、農村開発イニシアティブ、女性の地位向上、維持可能な開発な

どが取り上げられたが、自分は全く理解できなかった。単純化された論点とその政策は、

多くのアフリカ経済の発展を妨げた。経済問題は全体を一つ問題として捕えなければなら

ない。アフリカ経済の維持発展には、生産した商品を消費できる大きな市場がなければな

らない。植民地行政によってアフリカは細分化された市場しか残されなかった。地域の統

合が必要であるが、未だにそれは阻む政策がとり入れられている。  

 

14「中国は TICAD における約束を日本が実現できないと非難」 

“China Questions Japan's Ability to Fulfil Ticad Promises”, Aggrey Mutambo, The 

East African, 8 月 29 日 

中国の Ming 外務副大臣は TICAD に中国代表として出席した。「日本はアフリカにいろいろ

約束して、何もしなかった多くの国の一つになろう。アフリカのための会議と約束は多く

あるが、行動と実施が続いていない」との声明を発表している。中国は同様の会議で 600

億ドルのインフラ投資を約束しているが、その資金は政府間の交渉で実施され、どのよう

に資金が使われ、返済されているか情報がない。日本はその資金を開発団体を通じて、約

束された目的のために使用している。 

 

15「TICAD は経済の多様化を推進する」 

“TICAD Boosts Economic Diversification”, Chrispin Inambao, New Era (Namibia), 8

月 29 日 

ムシレンガ国際関係・協力副大臣は New Era に次のように語った。TICAD プログラムからナ

http://allafrica.com/stories/201608290009.html
http://allafrica.com/stories/201608260596.html
http://allafrica.com/stories/201608290901.html
http://allafrica.com/stories/201608290750.html
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ミビアは、いろいろな利益を得た。米の増産の他に園芸作物、水の供給、保健衛生、イン

フラ、気候変動等の分野である。日本からの援助でナミビアは SADC のマスタープランの実

施におけるロジスティックハブの構築が可能となった。 

 

16「アフリカ開発銀行グループは TICADVI に参加」 

“Bank Group Participates in TICAD VI”, AfDB, 8 月 27 日 

日本政府はアフリカへの協力において、PPP(官民パートナーシップ)と民間部門の活動に高

い優先順位を与えている。安倍首相は質の高いインフラ投資―環境にやさしく、事故に弾

力的に対応、費用効果のあるーを推進する旨発表している。工業化、保健、水、女性と青

年、社会保障の 5 本の柱が指摘されていて、これは開発銀行の優先順位（電力供給、食糧

増産、工業化、アフリカの統合、生活の質の向上）と同じ軌跡にある。 

 

 

TICAD VI に参加して 

「OKIGUSURI をアフリカの保健システムに根付かせるために」 

NPO 法人 AfriMedico 理事 青木 基浩  

 

理事 青木 基浩（あおき もとひろ） 

大学卒業後に入社した(置き薬のふるさと)富山での製薬企業勤務（医薬

情報担当者）を起点とし、一貫して製薬業界にてキャリアを重ねる。現

在はコンサルティングファームにおいて、ライフサイエンスセクターを

担当している。AfriMedico（町井恵理代表）のミッションに強く共感し、

自身の業界における経験や専門性を活かし“Medicine for the last 

mile”の実現に寄与すべく、2016 年 5 月より理事として参画。海外戦略、資金調達等を担

当。 

――TICAD VI に参加して 

AfriMedico http://afrimedico.org/メンバー3名は Tシャツに

バックパックという、TICAD の舞台には似つかわしくない装いで

ナイロビに降り立ちました。他の日本人達がジャケットを羽織り、

スーツケースを持ち、次々と用意された送迎車に乗り込むのを見

ていると、さすがに場違いな思いを禁じえませんでした。ただ、

日本を代表する大企業に混じって唯一 NPO 法人として出展する、

という大きな誇りを持って、意気揚々と会場に向かったのです。

しかし、待っていたのは、空港から会場に向かうまでの大渋滞。

ただでさえ渋滞が多いナイロビ市内が、今回の会議のため、多くの道路が封鎖されていた

のです。次に待っていたのは、ライフルを肩に下げ、鋭い目付きで ID を確認する兵士達。

頼もしいというよりも、恐怖感の方が先立ってしまうのは私達だけでなかったはずです。 

http://www.afdb.org/en/news-and-events/article/bank-group-participates-in-ticad-vi-15999/
http://afrimedico.org/
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翌日以降も想定外の連続でした。チームカラーのオレンジ色は目立つものの、決して存在

感があるとは言えない、小さな AfriMedico ブース。タンザニア人の現地スタッフや現地で

合流した AfriMedico 協力者も加えた 6名体制で挑むものの、さばききれないほど、ひっき

りなしに人が訪れる。「OKIGUSURI？何だ？」「い

いアイデアじゃないか、ウチにも OKIGUSURI を

置いてくれ‼」「何？タンザニアだけ？何故だ？

いつ私たちの国に置けるようになる？手伝う

よ！いくら必要なんだ？」。 開催地であるケニ

アは勿論、モザンビーク、マリ、ナイジェリア、

ウガンダ、エチオピア、コンゴ、ガーナなどあ

らゆるアフリカ諸国の人々が、次々に訴えかけ

てきました。「私たちは近い将来、貴方の国にも

OKIGUSURI を持っていく。その時は是非協力し

て欲しい」と少し曖昧な答えに終始せざるを得ませんでした。 

勿論、私達が事業を開始したタンザニア以外でも、多くのアフリカの人々にとって、薬へ

のアクセスが大きな課題であることは十分に理解していました。しかし、彼らの熱い思い

を持った語りと、真剣な眼差しに触れると、今まで日本で感じていたものとは別の感覚が、

明らかに自分の中で生まれました。アフリカ全体に対する責任感と言っても良いのかもし

れません。AfriMedico は今回の TICAD VI で「OKIGUSURI」をアフリカの人々に伝え、そし

て、彼らの要望をしっかりと受け取ったのです。次にすべきことは、彼らの熱い思いに応

えること。それをしっかりと心に刻み、この事業を大きく推進していく決意を新たにしま

した。 

今回の TICAD VI で採択されたナイロビ宣言の中に、以下の文言が述べられています。「全

ての人々が生涯を通じて保健サービスを確実に受けられるよう、（中略）、強靱で包摂的か

つ持続可能な保健システムが必要であることを特に強調する。」まさに、AfriMedico がやる

べきことが明確に述べられているのです。「置き薬」は、日本の医療の一翼を 300 年間担っ

てきました。そして「OKIGUSURI」は、これからアフリカの保健システムの一端を担ってい

く。それは近い未来だと思っています。 

――AfriMedico 今後の展望 

前述している通り、アフリカには医療が届いていない地域が、まだまだ沢山あります。今

はタンザニアのみですが、今後は西アフリカにも展開していきたい。そう考えています。

まずは、東京オリンピックが開催される 2020 年を一つの区切りとしており、その時には複

数国での展開を実現し、「OKIGUSURI」をより多くのアフリカ人に知ってもらうようなプラ

ンを立てています。アフリカの人々が東京に来た際、「OKIGUSURI」を彼らの知っている日

本語の一つになっていれば、と思っているのです。 
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「OKIGUSURI」がアフリカに根付いている、私達

が描く近未来では、薬と人々の「距離」の最小

化が実現されています。アフリカの人々が、も

し病気になったとしても手元に薬があり、すぐ

に服用をすることが可能となります。もちろん、

長い待ち時間もなく、交通費もかからないので

余分な費用をかけることはありません。また、

薬が身近になることで、知りたいという欲求が

高まり、薬に対するリテラシーを高め、自身の健康維持をも意識するようになるのです。

それは、セルフメディケーションが実践できている環境であり、疾病の予防や重症化リス

クの抑制が実現されている未来であると考えています。 

現在、AfriMedico は多くの寄付会員の方々や、協賛企業、そして実際の法人運営に携わる

プロボノ会員によって支えられています。今後も引き続き、皆様が誇りを持ってお力添え

をいただけるように、精一杯尽力して参ります。私たちが掲げるビジョン、「すべてのアフ

リカの人々へ健康と笑顔を」を実現するために。 

 

「場違い？弁護士事務所が TICAD VI に出展」 

弁護士・弁理士（協会会員） 角田進二 

アフリカこそ新しいイノベーションが起こる場所であると信じ、日

本企業のアフリカ支援を始める。早稲田大学卒業、南カルフォニア

大学ロースクール卒業。パリ弁護士会外国人弁護士実務修習課程履

修。一般財団法人外務精励会理事、日本・コートジボワール友好協

会監事、中小機構 BUSINEST（アクセレーター）のメンター。「アフ

リカ商事法調和化機構（OHADA）における統一商事会社法の概要に

ついて(1)」（「国際商事法務」2013 年 vol.41 No.10）「アフリカ進

出のロードマップ」（「ビジネス法務」2015 年 11 月号 Vol.15 No.11 中央経済社) 近著 金

城拓真共著『アフリカ・ビジネスと法務』（中央経済社）2016 年など 

 

１．事務所の紹介とアフリカとの関わり 

弊事務所の創業者角田昌彦は、元外交官であり、フランスの他マダガスカルにも数年赴任

しておりました。その後、同人は司法試験に合格し、英語とフランス語を駆使する弁護士

として赤坂国際法律会計事務所を立ち上げました。小職が入所した２００３年にコートジ

ボワール案件を扱っていたことからコートジボワールの方々と触れ合う機会があり興味を

持ちました。研修でフランスに行った際、多くのアフリカ人弁護士が研修に来ており、交

流を深めていくにつれ、アフリカの可能性を感じるようになりました。それ以降、アフリ
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カについて勉強をするようになりました。お陰様で英語圏や

フランス語圏の問い合わせが増えております。 

 

２．TICAD VI ジャパンフェアに参加したきっかけ 

前回ケニアに行った際、JICA の方よりブースを出さないか

とお誘いを受けました。オフィシャルなお誘いではないので

すが、弁護士事務所でブースを出しているところはないので

面白いと思いました。少なくとも、ブースを出している側の

人間の気持ちが分かるのは今後の勉強になると思い出展を

することとしました。アフリカの方々と交流できること、日

本企業のニーズを知る良い機会であることなどもブースを設置する理由です。 

アフリカの要人とコミュニケーションを取ることで日本企業にとって投資しやすい環境づ

くりをすること、日本企業個々で独自で動くよりも総体的に情報を収集することでリーガ

ルでのコストを軽減するプラットフォームをつくること、日本技術のアフリカ各地におけ

るスムーズな導入によりアフリカの経済発展に貢献することで日本とアフリカの経済的な

パートナーシップを強化すること、若い層が多いアフリカ諸国と超高齢化が進む日本との

新たな関係構築をすることができれば良いと考えております。 

 

３．TICAD VI に参加して 

３月のケニア訪問の際、TICAD VI 関係者がケニアとの折衝等で大変そうにされておりまし

たので、TICAD VI の会合がスムーズに開催されるかなど内心ドキドキしていました。しか

し、その予想を上回る完成度に驚きを隠せませんでした。 

残念ながら本会議には参加できませんでしたが、サイドイベントとジャパンフェアには参

加することが出来ました。一つ一つのイベントや会合にアフリカと日本の思いがあり、興

味深いものでした。すべてにアフリカをどのように良くしていきたいのかという思いがあ

り、様々な議論が活発にされておりました。お陰様で多角的な視点で考えることができま

した。関係者方々のご尽力に感謝しております。 

  

４．ジャパンフェア 

 

皆さん非常に活気にあふれ、法律事務

所としてどう出展すべきか迷っていた

弊事務所はご覧の通り（右）、本とブロ

シュアが机の上にのせられているだけ
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の簡素なブースとなりました。ただし、法律の必要性を認識されている方とは意見交換さ

せていただきました。 

アフリカの方から多くの質問を受けましたが、大体は知的財産関係でした。アフリカにお

いても知的財産権の重要性が認識されつつあるようです。 

なお、実務的な感想は以下の通りです。 

１）これから進出、２）あたりをつけている、３）支店やオフィスがある、４）老舗であ

るの４つの分類がありました。 

１）これから進出する企業は、入札等で利益を得ることができる時代で無くなっておりま

すので、他に強みを持ってもらいたいと思います。中小企業をサポートしてほしいという

日本政府への要請は、コストパフォーマンス的に難しいと思います。どのくらいの価値を

アフリカに出せるのかなど様々な要素を検討する必要があります。 

２）あたりをつけている企業などについては JVなどを検討されている様子です。JVを設立

して思い通りにコントロールしている企業は殆どないと思います。文化や働き方が異なる

ので、結構苦労している旨良く聞きます。契約や裁判所だけで解決できない問題もありま

すので、その点のバランスも考慮すべきかと思います。 

３）支店や法人があるというところも大分苦労されています。こうした企業に向けて後述

の本を出版しました。お役に立てると嬉しいです。 

４）老舗のところは大丈夫ということではなく、徐々に空気が変わってきていますので、

その点の注意は必要と思われます。 

上目線に記載してしまい大変恐縮です。しかし、周りの方のブースの設置方法やデコレー

ションは上手で色々学ぶことがございました。ブースの方々は小職にとって戦友のような

ものでして、皆さんの成功を心より願っております。 

 

５、アフリカへの想い 

日本企業のアフリカへの熱い視線を感じました。若い人材の沢山いるアフリカと高齢化社

会に突入した技術大国日本をつなぎ、バランスの取れた社会を作る。そのためには、各企

業に安心できる生活と企業活動をサポートしなければならない。その前提として、情報共

有と、アフリカ諸国に働きかけて投資できる環境整備をしなければならない。リーガルプ

ラットフォームという形で誰でもアクセスできる環境を作ることが大切だと痛感しており

ます。 

その一環として、『アフリカ・ビジネスと法務』

という本を中央経済社から出版しました。 

アライアンス・フォーラム財団代表理事原丈人

さんと 
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共著者の金城拓真さんは、アフリカ・ビジネスの第一人者です。ビジネスが成り立たない

と法務は成り立たないというコンセプトのもと記載しております。書店お立ち寄りの際は

お手に取ってご覧いただければ幸いです。 

 

「安倍昭恵夫人 配偶者プログラムでゾウの孤児院訪問」 

NPO 法人 アフリカゾウの涙 

TICAD VI 最終日、安倍昭恵夫人は、ナイロビ郊外のシェルドリックゾウの孤児院を訪問し

た。マーガレット・ケニヤッタ大統領夫人らアフリカの８名のファーストレディと共に施 

設を見学、施設創立者の娘であるアンジェラ・シェルドリック夫人とエドウィン・ルシチ

飼育員長の説明に耳を傾けた。ケニアのケニヤッタ大統領夫妻はアフリカの自然遺産であ

るアフリカゾウの保護に全力を捧げ、人間の安全保障を脅かすゾウの密猟や違法取引を一

切容赦しないと公言している。象牙目的の密猟で孤児になった子ゾウを見て安倍夫人は、

「象牙をとるためだけに、ひどい殺され方をしている象がまだまだいる。象によって森が

作られ、環境も守られている。私た

ち象牙を好む日本人は、遠い世界の

ことと目を背けてはいけない・・・」

と訪問後にコメントされた。 

 

PSCU Kenya Digital  

 

「NPO 法人アフリカゾウの涙」の活動 

ケニア代表の滝田明日香はマサイマラ国立保

護区を運営するマラコンサーバンシーの獣医

であり、また密猟阻止ドッグユニットのスーパ

ーバイザーでもある。日本代表の山脇愛理は、

メディアプロデューサーとして野生動物やア

フリカの大自然を１５年以上日本や海外のメ

ディアと取材し続けてきている。ケニアではア

フリカゾウとマサイ族の共存に向けての養蜂 

ケニヤッタ大統領夫人と 

PSCU Kenya Digital  
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プロジェクトを、日本では、大勢の協力者と共に No Ivory Generation プロジェクトを通

して象牙を必要としない世代作りに向けてイベントや講演などを行っている。そしてこの

問題を幅広く伝えるために NHK などでの番組企画や各メディア媒体への情報提供など幅広

い広報活動にも力を入れている。今年から Vietnam Saves Rhinos というキャンペーンをベ

トナムで始め、サイの保護にも力を注いでいる。サイは中国やベトナムでパーティドラッ

グ、精力剤や末期ガンの患者の痛みを緩和する漢方として、医学的効能がないにも関わら

ず人気があり、８時間に１頭も殺されている。 

 

ワシントン条約締約国会議がとグローバルマーチ 

今年はワシントン条約締約国会議が開催される。ゾウとサイの保護を訴えるために立ち上

げられたアメリカ発祥のイベント、グローバルマーチは、会議開催に合わせ、9 月 24 日世

界１３０都市で同時開催。東京では３回目のグローバルマーチを上野公園で同日開催、こ

のグローバルマーチ東京は、「ゾウとサイのために歩こう！」と呼びかけ、気軽に野生動物

のためのアクションに参加できる、ファミリー向けのイベントである。また、翌日には初

台の Café Nabe でアフリカ音楽の生演奏と共にアーティスト長田雅子氏による作品のチャ

リティオークションも行われ、皆さまのご来場をお待ちしています。イベントやプロジェ

クト支援の詳細はホームページ http://www.taelephants.org をご覧ください。 

 

JOCV 寄稿 

ザンビア国の保健医療事情 

ームクニ村ルーラルヘルスセンター検査室における取り組みー 

平成 26 年度 3次隊 町田 清正 

ザンビア国の保健医療事情 

 ザンビアの公的医療機関は、最上位にあるザンビア大学医学部付属教育病院

（UTH:University Teaching Hospital）から、州立病院、郡病院、ヘルスセンター、そし

てヘルスポストと呼ばれる末端施設まで、広く全国に散らばっており、それぞれの施設で

規模に応じた保健サービスを国民に提供しています。医療費は基本的に無料ですが、大き

な病院では一部有料で診断治療が行われ

ています。国土が日本の２倍と大きく、道

路整備も十分でない地域も多いため、特に

地方部に住む人々は十分な医療サービス

を受けられていない状況です。 

 私の活動する、南部州カズングラ郡ムク

ニ村ルーラルヘルスセンターはその名の

通り、僻地（ルーラル地域）での保健サー

ビスを提供する公的機関です。日本でいう 

世界遺産ビクトリアフォールズ 

http://www.taelephants.org/
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診療所と保健所の機能を兼ねたような施設であり、一般診療の他に、母子保健、感染症対

策、住民への保健教育など、広く地域の公衆衛生向上を目的とした業務を担当しています。 

 私はこのヘルスセンター内にある検査室で主に活動しています。この検査室では、ヘル

スセンターに来所する患者に対する臨床検査のみでなく、郡内の他施設から HIV/AIDS 患者

の血液サンプルを受け入れ、検査を行っています。HIV/AIDS は結核、マラリアと並ぶ世界

３大感染症の一つです。近年の世界的な取り組みもあって、ザンビアにおいても多くの患

者に抗 HIV 薬が行き渡りつつあります。しかしながら、抗 HIV 薬は飲み始めると一生涯に

渡って服薬を必要とするため、副作用の有無や、薬剤の効果を確認することがとても大事

です。もし、副作用のために患者が指示されたとおりに薬を飲むのをやめてしまったら、

耐性を持つウイルスが出現してしまうかもしれませんし、再びウイルス量が増加してしま

い、他者への感染のリスクを高めてしまう可能性もあります。そして何より、患者の生命

が再び脅かされることになるのです。こういった事態を避けるためにも、適切な検査を適

切なタイミングで行い、患者の状態について経過観察を行なっていくことが、抗 HIV 薬治

療においては大変重要と言えます。 

 

ないない尽くし、の状況 

 私の勤務するヘルスセンター検査室には、

日本の支援によって複数の検査機器が設置

されています。これらは、日本をはじめと

する先進国でも広く使われている、機能的

には非常に優れた検査機器です。検体の受

け入れ対象エリアが大変広いため、周辺の

ヘルスセンターからも搬送されやすい場所

で検査室を機能させる必要がありました。

また、本来その機能を担うべき郡病院がカズングラ郡にはまだありません。そこで、比較

的都市部に近いという地理的にメリットのある、ムクニルーラルヘルスセンターに、JICA

の技術協力プロジェクトによって必要な装置が供与されました。ちなみに 2016 年 8月現在、

カズングラ郡病院は建設中ですが、すでに開院予定日を送れること１年以上、未だ開院の

目処は立っていないようです。こういった現象は、ザンビアのあちこちで目にします。 

 私の任務はこの検査室を「郡病院の検査室」に見合うレベルで運営できるよう、サポー

トすることです。赴任した直後は、私の他に CDC（アメリカ疾病予防管理センター）の支援

により雇用された男性検査技師が一人、非常勤として勤務していましたが、毎日出勤して

くるわけではありませんでした。そのため、郡検査室どころかヘルスセンターレベルの運

営もままならない状況でした。まずは現状把握に努めようと様子を見ていくなかで、様々

な問題が見えてきましたが、一言で言うと、何もかもが足らない、のです。 

 検査室に設置された装置を本来の目的で稼働させるためには、いろいろなモノが必要で

す。電気、水、各種専用試薬はもちろんのこと、メンテナンスに使う消耗品、採血管、採

血針、エトセトラエトセトラ…。そのことごとくが、供給不安定なのです。そしてそれら

のうち、いずれかが欠けてもパフォーマンスは低下してしまいます。 

 ザンビアでは、医薬品を含むあらゆる医療機材・物品は MDL: Medical Supply Limited
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と呼ばれる会社より、全国の公的医療機関

に供給されることになっています。施設規

模に応じて供給量が決まっており、毎月提

出を義務づけられた台帳データをもとに、

使用した分が翌月供給される仕組みです。

しかし「提出を義務づけられている」とは

いっても、ここはザンビアです。締め切り

日を過ぎても発注できていないことなど

日常茶飯事。集計を統括するカズングラ郡保健局のマネジメントも貧弱と言わざるを得ま

せんし、発注を受ける側の MSL においても、物流マネジメントは機能不全をきたしている

としか思えません。結果、待てど暮らせど試薬は来ない、やっとトラックが来たと思った

ら頼んだものは来ないのに、不要なもの（使いようがないもの）は山のように来る、とい

った状況が続きました。 

 さらに今でも頭を悩ませているのが、電気と水です。ザンビアの電力供給は他の途上国

のご多分に漏れず、脆弱です。2014 年まではうなぎのぼりだった経済成長とともに、電力

の需要は大幅に伸びたにもかかわらず、インフラの整備が追いついていません。加えて南

部アフリカで続く干ばつの影響は、電力のほぼ全てを水力発電に頼るこの国に、大きな負

の影響を与えています。検査機器は電気で動きますから、停電したらもちろん稼働しませ

ん。ヘルスセンターの一角には大きな発電機も設置されているものの故障したままであり、

停電すると即、開店休業状態となってしまうのです。そして停電すると地下水ポンプも止

まり、水の汲み上げができないので水も止まります。またある時など、地下水ポンプその

ものが壊れてしまい、電気があっても水が出ないという状況が２か月にわたり続いたこと

があります。そしてある時は、保健局にお金がないので電気代を払うことができず、これ

また途方にくれた日々を過ごしたこともありました。こうやって振り返ってみると冗談の

ような話ばかりですが、患者にとっては笑いごとではありません。 

 

それでも焦らないスタッフたち 

 協力隊として赴任する前に日本の病院検査室に長く勤めていたせいか、あるいは私の性

格なのか、検査室に仕事に来ているのに何も検査ができない、という状況には非常にスト

レスを感じました。一方で、他のスタッフたちを含め、ヘルスセンターを統括する保健局

のオフィサーときたら、「残念だけど、ま、しょうがないね」といった様子でなんの危機感

もありません。この国に住んで感じることですが、ザンビア人の多くは諦めが非常に早く、

また誰かのミスについて責任を追及する、といったことはあまりしません。さらに、患者

側も（私から見れば）非常に理不尽な扱いを受けていても、あまり文句を言いません。何

事も、よく言えばおおらかで温和、悪く言えばいい加減で反省・改善しようとしないので

す。せっかくはるばる遠くから運ばれてきた血液サンプルを前に、電気が、あるいは試薬

が足りなくて検査できず、悔しい思いをしているのは日本人ボランティアである私だけ、

という状況にしばしば陥ります。「なんのためにここにいるのだろう」と考えたことも一度

や二度ではありません。 
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マンパワーの改善 

 こんな状況が続く日々ではありますが、たまには良いこともあります。赴任当初は検査

室に常勤の検査技師がいないことが、今後の検査室運営を考えるうえでネックでした。そ

こで赴任して５ヶ月目、直接保健局に出向き、状況を保健局長に伝えることにしました。

保健局長も問題について理解してくださったようで、程なく新しい常勤の検査技師が配置

されました。これで、検査室には日本人ボランティアと非常勤の職員しかいない、という

不安定な状況は改善されました。また幸運にも、その 1年後には非常勤ではあるものの、

さらに２人の検査技師が配属されました。彼らはみな若く、モチベーションも高い将来有

望な人材です。当面はマンパワーの心配をする必要がなくなったことは大きな前進だと思

っています。 

 

発注業務の改善 

 必要物品の供給が不安定なことは先述したとおりですが、これは当ヘルスセンターに限

ったことではありません。この原因はいくつか推測できるのですが、私のようなボランテ

ィア個人でどうこうできるようなものでもなさそうです。そこで同僚とともに、どうした

ら少しでも改善されるか話し合ったところ、オンライン物品発注システム ELMIS: Electric 

Logistics Management Information System を有効利用してはどうか、ということになりま

した。これは 2014 年にアメリカの支援で導入された、インターネットを用いて発注管理を

行うシステムです。国内で稼働は始まっていたものの、私の勤務するヘルスセンターでは

まだ誰も使いこなせる人がいませんでした。そこで同僚に研修に参加してもらったのを機

に当施設での運用を開始させました。これにより、ヘルスセンターから一足飛びに MSL へ

発注が可能となり、紙ベースで行っていた従来の方法に比べて飛躍的に発注効率があがり

ました。その結果、物品の供給が以前よりも安定してきています。さらに若い同僚たちに

とっても、自分たちの力で状況改善できたことがモチベーションや自信の向上に一役買っ

たのではないかと思っています。 

 

ムクニ村ルーラルヘルスセンターの抱える諸問題とこれから 

 私の任地であるムクニ村は、ザンビアで唯一の世界遺産、かつ世界三大瀑布の一つとさ

れる「ビクトリアフォールズ」から１０kmほど離れたところにあります。広大な丘陵地帯

に小さな集落が点在して構成されている、人口一万人ほどの村です。村人たちの多くは、

農業、畜産業、そして観光業に従事しています。観光地の近くであるがゆえに、みやげ物

の木彫りの置物などを作る職人も多くいます。外国人が多く訪れる観光地の近くとはいえ、

経済的に見ると彼らの多くが貧困層です。でもだからといって皆が貧困に「あえいで」い

るようには見えません。どこに行ってもたくさんの子供達の元気な声に囲まれますし、皆

がお年寄りを大事にしています。彼らの横では犬や猫はもちろん、家畜である鶏、ホロホ

ロ鳥、ロバ、牛、ヤギたちが我が物顔で闊歩していて、大地にはバオバブを始めたくさん

の木々が枝を伸ばしています。村は本当に生命力に満ち溢れています。その一方で、少し

ずつ状況は改善しているとはいえ、マラリア、結核、HIV/AIDS といった３大感染症は人々

にとって未だに大きな脅威のままです。さらに、日本ではもはや見られなくなった住血吸

虫症やフィラリア症といった、いわゆる「顧みられない感染症」の影響も深刻です。村人
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の多くが僻地に住むため、政府や国際援助団体のサポートも行き渡りづらい現状を目の当

たりにし、検査室運営だけでなくヘルスセンターの業務全般について、歯がゆい思いをす

ることが多々あります。 

 また、ウィッチクラフトと呼ばれる土着の伝統信仰に基づく非現代的な医療習慣や、若

年での結婚・出産に関連する問題といった課題もあります。これらは途上国に特有と言え

るかもしれませんが、一方で家庭内暴力（DV）、性的虐待、アルコール依存症、生活習慣病

などの問題を抱えた人たちも、ヘルスセンターでしばしば遭遇します。これらは決して、

先進国だけで起こっている問題ではないのだと知りました。 

 人口が増え続けるこの国で、人々が健康的に生活していくためには、今よりいっそう保

健医療サービスを向上させる必要があります。私がボランティアとして活動できる期間は

残りわずかですが、少しでもよい変化を起こせるよう最後まで取り組みたいと思っていま

す。また、活動終了後もこの経験から感じたこと、学んだことを活かし、人々が安心して

暮らせる環境づくりに、保健医療の分野で貢献できればと考えています。 

 

アフリカ映画情報 

特別研究員 高倍 信宣 

★映画祭 ☆公開予定 ＊公開中 

○第 11 回 UNHCR 難民映画祭 UNHCR Refugee Film Festival 2016 

世界で家を追われた人は 6500 万人に増加。2015 年に日本が受け入れた難民は 106 人とわず

か。今回上映される 13 作品の内アフリカに絡むものは 4 本、4 都市で上映される。     

今年から事前予約制。 http://unhcr.refugeefilm.org/2016/ 

★G・ロージ 監督作「海は燃えている」 Fuocoammare（2016 年ベルリン金熊賞） 

2014/イタリア・フランス/114分/ドキュメンタリー 10.9 1300 東京イタリア文化会館 

アフリカからの難民がたどりつくイタリア南部の島の住民と難民を少年の目を通して見る 

★マティアス・コスメル監督作「カフェ・ヴァルトルフトへようこそ」Café Waldluft 

2015/ドイツ/79分/ドキュメンタリー 

ドイツの山小屋風ホテルに泊るシエラレオネなどの難民と地元民・観光客との交流 

9.25  1600 札幌プラザ2・5         10.10 1600 東京イタリア文化会館  

10.23 1600 大阪ナレッジシアター 

★ティエリー・ミシェル監督作「女を修理する男」The Man who mends women～The wrath of 

Hippocrates    2015年/ベルギー/113分/ドキュメンタリー 

コンゴ（民）の紛争地で女性の治療・精神的ケアーに尽す地元の婦人科医の人権活動 

9.18  1300 仙台桜井薬局セントラルホール   9.25  1300  札幌プラザ2・5 

10.15 1600 東京スパイラルホール      10.23 1300 大阪ナレッジシアター 

★W.ヴェンダース/J.Rサルガド両監督作「セバスチャン・サルガド/地球へのラブレター」 

The Salt of the Earth   2014年/フランス・ブラジル・イタリア/110分/ドキュメンタリ

ーアフリカの飢餓・紛争を撮り続けた社会派の報道カメラマンが地球環境に向き合う 

10.16 1600 東京スパイラルホール 

○公開中の作品  

＊「ストリート・オーケストラ」Tudo Que Aprendemos Juntos/英題 THE VIOLIN TEACHER 

http://unhcr.refugeefilm.org/2016/
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監督・脚本：セルジオ・マシャード 2015 年/ブラジル/103 分  

全国順次公開中   http://gaga.ne.jp/street/ 

サンパウロのスラムの若者がアフリカ系ヴァイオリン奏者に励まされ交響楽団編成する。 

*マリー＝カスティーユ・マンシオン＝シャール監督「奇跡の教室」Les Heritiers 

全国順次公開中 http://kisekinokyoshitsu.jp/ 

パリ郊外のリセの落ちこぼれクラス担当の教師が生徒たちをコンクール参加に導くドラマ 

＊アンドレア・ツルコヴァー監督作「シュガー・ブルース」Sugar Blues   

2014 年/チェコ/81 分/ドキュメンタリー 

渋谷アップリンク他順次公開中  http://www.sugar-blues.com// 

妊婦糖尿病とされた監督がアフリカ等 3大陸を訪ね砂糖摂取の弊害と業界の戦略を明かす 

＊「ポバティー・インク ～あなたの寄付の不都合な真実～」POVERTY, INC.  

監督：マイケル・マシスン・ミラー 2014 年/アメリカ/91 分/ドキュメンタリー  

渋谷アップリンク他順次公開中 http://unitedpeople.jp/povertyinc 

貧困産業といわれる国際 NGO・援助機関はアフリカなど途上国に何をもたらしているか？ 

 

アフリカ協会からのご案内 

 ―懸賞論文募集/アフリカ基金・サブサハラ奨学基金助成申請/協会日誌― 

理事 成島 利晴 

 

アフリカ協会主催第 2回懸賞論文募集 

当協会では、アフリカに強く関心を持ち研究活動を行っている方々を支援するために、 

下記の要領で平成 27 年度の懸賞論文を募集いたします。多数のご応募をお待ちします。 

 

                 応募要項 

１ 目的 アフリカに関心を持つ若手研究者の育成を目的として、昨年度に続き今年度も

懸賞論文を募集します。この論文募集は若手研究者のさまざまな提言を集め優

秀な作品を発表することによって、多くの皆様にアフリカに関する知識を広め

一層の関心を高めることを目的とします。 

２ 懸賞論文のテーマ 

 下記のテーマから、いずれか 1テーマを選択のこと（未発表・未掲載に限る） 

①  日本とアフリカの関係促進に関する提言 

②  企業のアフリカ進出に関する提言 

③  アフリカ社会の発展と展望に関する考察 

３．応募資格 原則として 35歳までの研究者（院生・学生を含む）・企業従事者 

４．応募作品 日本語 8,000 字から 12,000 字以内 

５．提出要項 Word 形式の原稿データ及びＡ４用紙にプリントアウト（写真・図表を含む） 

     注）応募原稿の表紙に、必ずタイトル・住所・氏名・年齢・職業・連絡先 

（電話番号・メールアドレス）を記載 

       1,000 字程度のレジメを併せて提出 

       応募原稿の表紙・参考文献は各々1ページ以内とし、字数制限には含まない 

 

 

http://gaga.ne.jp/street/
http://kisekinokyoshitsu.jp/
http://www.sugar-blues.com/
http://unitedpeople.jp/povertyinc
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６．応募締切 平成 28 年 9月 30 日(金)必着 

７．応募方法 下記提出先にメール送信の上、郵送のこと 

８．賞    最優秀賞 （1点）： 副賞 賞金 30 万円 

       優秀賞  （1点）： 副賞 賞金 10 万円 

       佳作   （2点）： 副賞 賞金 5 万円 

      （尚、最優秀作品は機関誌「アフリカ」平成 29 年春号に論文掲載予定） 

９．審査委員 審査委員長として大島賢三アフリカ協会理事長（元国連大使）ほか外部 

       有識者数名を予定 

10．審査発表及び表彰 平成 29 年 1 月 31 日予定 

（審査経過及び結果については問合せ不可） 

11．注意事項 応募作品の返却は不可 

       入賞作品の著作権、版権は主催者に帰属 

12．提出先・問合せ先 メール：info@africasociety.or.jp  ＴＥＬ：03‐5408-3462 

                    郵送：〒105-0003 東京都港区西新橋 3‐23‐6  

第 1 白川ビル 2階 一般社団法人 アフリカ協会 

 

服部禮次郎アフリカ基金・サブサハラ奨学基金助成申請 

 

一般社団法人アフリカ協会は、管理・運営している 2 つの基金について、2016 年度の助成

申請の受付を開始致します。多数のご応募をお待ちしています。 

 

服部禮次郎アフリカ基金（2016 年度） 

目的： 日本とアフリカ諸国の相互理解と繁栄を支援致します。 

助成（一部助成）対象事業： 

    ・アフリカ諸国における人道援助等への助成、経済・技術・文化交流等への助成 

    ・アフリカ諸国に関する資料の整備、調査研究活動への助成 

    ・日本におけるアフリカ理解促進のための事業への助成 

助成金額：2016 年度助成総額は 100 万円（助成件数は 1〜2件） 

助成対象事業の実施期間：原則として 1年間     

報告の義務：助成金受給者は、助成対象事業の実施期間終了後 3 か月以内に、事業の経過

及び結果、並びに助成金使途報告書を事務局宛提出。尚事務局は別途機関誌

掲載の為の報告書の提出を要請する場合があります。 

選考方法：アフリカ協会の理事会で選任された 6名の基金・事業選定委員会で厳正に審査・ 

選考いたします。 

応募方法：所定の申請書および推薦書（原則 2通）に必要事項を記入の上、事務局に提出 

願います。尚申請書提出後、基金・事業選定委員会による申請者インタビュー 

に出席頂きます。 

応募締切日：2016 年 9月 30 日（金） 

助成金交付時期：2016 年 12 月末（予定） 

 

mailto:info@africasociety.or.jp
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サブサハラ・奨学基金（2016 年度下期） 

目的： 日本とサブサハラ諸国の民間、友好親善に寄与することを目的とします。 

助成（一部助成）対象者：サハラ砂漠以南のアフリカで、勉学・研究を志す就学者及び 

            研究者 

助成金額：2016 年度下期総額は 100 万円（１〜2名） 

助成対象事業の実施期間：原則として 1年間 

報告の義務：助成金受給者は、助成対象実施期間終了後 3 か月以内に、経過及び結果、並

びに助成金使途報告書を事務局宛提出。尚事務局は別途機関誌掲載の為の報

告書の提出を要請する場合があります。 

選考方法：アフリカ協会の理事会で選任された 6名の基金・事業選定委員会で厳正に審査・ 

選考いたします。 

応募方法：所定の申請書および推薦書（原則 2通）に必要事項を記入の上、事務局に提出 

願います。尚申請書提出後、基金・事業選定委員会による申請者インタビュー 

に出席頂きます。 

応募締切日：2016 年 12 月 28 日（水） 

助成金交付時期：2017 年 3 月末（予定） 

 

事務局：郵送先：〒105-0003 東京都港区西新橋 3‐23‐6 第一白川ビル 

        一般社団法人 アフリカ協会 

    TEL: 03‐5408-3462 

    E-Mail: info@africasociety.or.jp 

 

協会日誌 

 

8 月 15 日〜9 月 14 日 

  8 月 27〜28 日 「TICAD Ⅵ」開催 

       TICAD Ⅵは世界銀行、国連、アフリカ連合の共催を得て、8月 27 日及び 

28 日の 2日間に亘り初めてアフリカ(ナイロビ)で開催された。52 ヵ国、 

約 11,000 人が参加し、日本からも安倍総理の同行ミッションとして 77 団

体・企業が参加し日本からの民間投資等協議した。アフリカの持続可能な

開発を目的とした“TICAD Ⅵナイロビ宣言”を採択、宣言に掲げる新たな

進展や課題に対応するため、“ナイロビ実施計画”を進めることとなった。 

次回 TICAD は 2019 年日本にて開催する予定。 

   

今後の予定 

  9 月 16 日 「機関誌アフリカ冬号編集会議」 

       時間：10 時半から 12 時予定 

       場所：㈱パソナグループ本社 9階役員会議室 

  10 月 04 日 「2016 年度第 9回迫駐ギニア大使を囲む懇談会」 

       時間：14 時から 16時予定 
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       場所：日仏会館 509 号会議室 

  10 月 18 日 「第 6回フォーラム」 

       時間：13 時から 17時予定 

       場所：国際文化会館別館 2階講堂 

       議題：「TICAD Ⅵ報告会～民間セクターの役割と人材育成」 

  10 月 25 日  「2016 年度第 10 回藤原駐アルジェリア大使を囲む懇談会」 

       時間：14 時から 16時予定 

       場所：日仏会館 501 号会議室 

        

 


